
審査意見への対応を記載した書類（6 月） 

 
 
（目次）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
１．カリキュラム・ポリシーについて、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改め

ること。  
 
（１）設置の趣旨等において「地域と国際社会の発展に貢献」することを目的としているが、カリキュ

ラム・ポリシー上、どの科目群において当該目的を達成するために必要な能力等が涵養（かんよ

う）されるのか判然とせず、授業科目との対応関係も不明確である。 
                             （是正事項）・・・・・・・・・・４ 

 
（２）カリキュラム・ポリシーに学修成果の評価の在り方等に関する具体的な記述が見受けられない。 

（是正事項）・・・・・・・・・・９ 
 
２．本学では「地域の食品産業界との産官学連携ならびに食品研究の拠点となることを目指して『新

潟食料健康研究機構』」を令和２年４月に発足し、「食料及び健康にかかわる基礎及び応用研究を

行っている」旨の説明があるが、本研究科の設置の趣旨等に鑑みれば、同機構との有機的な連携

により、本研究科で取り組む教育研究の充実が見込まれる。しかし、両者の関連性や連携体制等

に係る説明がないことから、「新潟食料健康研究機構」と本研究科との関係性や連携体制等を明ら

かにした上で、それが本研究科の目的に掲げる「地域と国際社会の発展」にどのように寄与する

のか明確に説明すること。 
（改善事項）・・・・・・・・・１１ 

 
３．研究指導科目である「食料産業学特別研究」に関し、担当教員の研究分野をより具体的に明示す

るとともに、それも踏まえた上で、当該科目と本研究科の目的や教育課程で設けている３領域

（アグリ領域・フード領域・ビジネス領域）等との関係性を明確に説明すること。 
（是正事項）・・・・・・・・・１４ 

 
４．「発酵醸造学特論」のシラバスにおける「評価方法」について、「出席」を評価の対象としてお 

り、評価方法として不適切であることから、学修到達目標等に照らして適切な評価方法に改める 
こと。 

（是正事項）・・・・・・・・・１９ 
 

５．入学者選抜について、選抜方法ごとの受入れ人数が判然としないため、明確に説明すること。 
（改善事項）・・・・・・・・・２０ 

 
６．専任教員の年齢構成が著しく高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、若手教員 

の採用計画など教員組織の将来構想を明確にするとともに、教員配置の適正化を図ること。 
（是正事項）・・・・・・・・・２３ 
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７．示された学術雑誌の一覧に、学術雑誌とは認められない不適当なものが見受けられるなど、本研

究科の設置に当たり、教育研究上必要となる図書等が適切に整備される計画となっているか不明

確なため、本研究科の教育研究内容に照らして適切な整備計画となっていることを明確に説明す

るとともに、必要に応じて一覧を適切に改めること。  
（改善事項）・・・・・・・・・２８ 

 
８．社会人の入学を想定している旨の説明があるが、夜間開講や長期履修等に係る具体的な説明がな

く、社会人学生が履修しやすい環境が整備されているのか不明確である。このため、具体的な方

策を示した上で、社会人学生が履修しやすい環境が整備されていることを明確に説明すること。 
（是正事項）・・・・・・・・・２９ 

 
９．留学生の入学を想定している旨の説明があるが、留学生に対する在籍管理や経費支弁能力の確

認、学修面や生活面等への支援など、本研究科における留学生へ対応が不明確なため、明確に説

明すること。 
（是正事項）・・・・・・・・・３２ 

 
１０．例えば、就職支援など、本研究科の学生に対する支援体制が不明確なため、明確に説明する

こと。 
（改善事項）・・・・・・・・・３６ 

 
１１．公表する情報として挙げられている項目に、学校教育法施行規則第百七十二条の二第三項に規

定されている学位論文に係る評価に当たっての基準についての情報がないことから、適切に公

表すること。 
（是正事項）・・・・・・・・・３９ 

 
１２．学生確保の見通しについて、本学の学部生及び本学が属する NSG グループの専門学校生を対象

としたアンケート調査の結果をもって説明しているが、進学時期が不明確なことに加えて、本

研究科への入学資格を有し、受入れを想定する者に対する入学意向を適切に示したものか疑義

がある。また、実質的には学内のニーズのみの説明となっており、本研究科に対する学外から

の入学意向の有無も不明確である。このため、本研究科が社会人等の受入れも想定しているこ

とを踏まえ、学内外における本研究科への入学ニーズに係る客観的な根拠を明らかにした上

で、改めて長期的かつ安定的な学生確保の見通しがあることを明確に説明すること。  
（是正事項）・・・・・・・・・４１ 
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１３．本研究科で養成する人材に対する社会的需要について、食・農関係の事業所に対するアンケー

ト調査の結果をもって説明しているが、当該アンケート調査がどのような情報を元になされた

ものか判然とせず、本研究科における教育研究の特色や養成する人材に係る適切な情報提供を

前提として適切に実施されたものか判断できない。また、同アンケート調査の人材採用区分に

係る設問に対する回答では、「大学卒業者と大学院修了者の区分はない」との回答が全体の９割

を超えているなど、本アンケート調査の結果が、真（しん）に本研究科で養成する人材に対す

るニーズを示すものとは認められない。このため、改めて客観的な根拠を示した上で、適切な

分析に基づき、本研究科が養成する人材の社会的需要があることを明確に説明すること。 
（是正事項）・・・・・・・・・５０ 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
「地域と国際社会の発展に貢献」するために必要な能力等については、主として本課程

の教育の経始となる「食料産業学特論」、そして本課程の教育の集大成となる修士論文を

完成させる「食料産業学特別研究」にて涵養することとしている。 
「食料産業学特論」の授業の概要には、「食料産業学特論では、これらの各分野につい

て、歴史的・国際的な視点を持って、先端的知見を含め総合的、包括的、実践的な知識を

習得し、その諸課題を把握するとともに解決の方策を探求する能力を醸成する。」と記載

しているが、審査意見を踏まえ、それがより明瞭になるよう記載を追加し、修正する。 
 また「食料産業学特別研究」においては、授業の概要に「これまで得られた情報やデー

タに基づき更に討議を重ねて研究を進展させ、本専攻で修得した成果の集大成として、地

域および国際社会の食料産業の発展に寄与し得る専門性の高い修士論文を執筆する。」、到

達目標に「食と農に係る課題の解決や新たな産業の創出、地域および国際社会の食料産業

の発展への寄与する視点を持って、修士論文を取りまとめる。」と記載しているとおり、

地域と国際社会の発展に寄与する視点を持って研究を推進し修士論文を取りまとめるべく

指導を行っていく想定としている。 
よって冒頭のとおり、主として本課程の教育の経始となる「食料産業学特論」、そして

本課程の教育の集大成となる修士論文を完成させる「食料産業学特別研究」にて地域と国

際社会の発展に貢献するために必要な能力等を涵養することとしているが、指摘のとおり

カリキュラム・ポリシーにおいてその記載が不十分であったため、設置の趣旨等を記載し

た書類のカリキュラム・ポリシーにおいて「食料産業学特論」が属する①共通科目と、そ

して「食料産業学特別研究」が属する③特別演習・特別研究科目の項にその記載を追加

し、その関係性を明確に示す。 
 
 
 

１．カリキュラム・ポリシーについて、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応

じて適切に改めること。 
 
（１）設置の趣旨等において「地域と国際社会の発展に貢献」することを目的としてい

るが、カリキュラム・ポリシー上、どの科目群において当該目的を達成するために必

要な能力等が涵養（かんよう）されるのか判然とせず、授業科目との対応関係も不明

確である。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（11 ページ） 
 

新 旧 
４  教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程の編成方針 

先述した本大学院及び本研究科の目的及び本研

究科のディプロマ・ポリシーを実現するための教

育課程編成・実施の方針（以下、カリキュラム・

ポリシー（教育課程編成方針）を、以下のとおり

定める。 

 

【食料産業学研究科食料産業学専攻のカリキュラ

ム・ポリシー】 

農林水産業・加工流通業・関連産業を包含する

「食料産業」を対象とする総合科学であり、生命

科学、環境科学、社会科学等を重要な構成要素と

する学問である「食料産業学」に関する高度の研

究能力と専門性を高めることができる教育課程を

編成する。 

食料産業学研究科食料産業学専攻の教育課程

は、食料産業の総合的な理解を修得する「共通科

目」と、各領域の高度な研究能力と専門性を修得

する「専門科目」、そして各自の研究を推進し修

士論文を完成させるための理解や手法を修得する

「特別演習・特別研究科目」から構成する。 

基盤となる理解から応用的な理解・手法を習得

する科目を体系的に履修することにより、「食料

産業」に関する精深な学識を身につけ、高度の研

究能力と専門性をもって課題を解決し新しい時代

の産業を創出することにより地域及び国際社会の

食料産業の発展に寄与できる人材を育成するため

の体系的な教育課程を編成する。 

 

① 共通科目 

共通科目は、１年次前期の「食料産業学特

論」及び１年次後期の「食料産業学演習」の２

４  教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程の編成方針 

先述した本大学院及び本研究科の目的及び本研

究科のディプロマ・ポリシーを実現するための教

育課程編成・実施の方針（以下、カリキュラム・

ポリシー（教育課程編成方針）を、以下のとおり

定める。 

 

【食料産業学研究科食料産業学専攻のカリキュラ

ム・ポリシー】 

農林水産業・加工流通業・関連産業を包含する

「食料産業」を対象とする総合科学であり、生命

科学、環境科学、社会科学等を重要な構成要素と

する学問である「食料産業学」に関する高度の研

究能力と専門性を高めることができる教育課程を

編成する。 

食料産業学研究科食料産業学専攻の教育課程

は、食料産業の総合的な理解を修得する「共通科

目」と、各領域の高度な研究能力と専門性を修得

する「専門科目」、そして各自の研究を推進し修

士論文を完成させるための理解や手法を修得する

「特別演習・特別研究科目」から構成する。 

基盤となる理解から応用的な理解・手法を習得

する科目を体系的に履修することにより、「食料

産業」に関する精深な学識を身につけ、高度の研

究能力と専門性をもって課題を解決し新しい時代

の産業を創出することにより地域及び国際社会の

食料産業の発展に寄与できる人材を育成するため

の体系的な教育課程を編成する。 

 

① 共通科目 

共通科目は、１年次前期の「食料産業学特

論」及び１年次後期の「食料産業学演習」の２
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科目を配置する。これにより、食料産業におけ

る諸課題を把握し、その解決策へ向けての提案

をまとめる能力を醸成する。 

なお本研究科の教育の経始となる「食料産業

学特論」においては、本研究科の目的である

「地域及び国際社会の食料産業の発展に寄与で

きる高度専門的人材」を目指すため、食料産業

の地域性を含んだ歴史的視点と、今般の社会

的・経済的な情勢を踏まえた国際的視点で食料

産業を捉える能力を醸成する。 

 

② 専門科目 

専門科目は、教育研究の柱となる「アグリ領

域」「フード領域」「ビジネス領域」の３領域か

ら構成し、１６科目を１年次前期及び後期にそ

れぞれ段階的に配置する。 

いずれも選択科目とすることにより、各人が

計画する研究テーマに必要となる各領域の高度

な学問的専門知識を適宜履修できることとして

いる。 

 

＜アグリ領域＞ 

農業活動に伴う環境破壊を抑制し、かつ持続

性の高い農業生産システムについて理解し、研

究する。そのために、地球環境の現状を理解

し、作物の生理・生態、生産方式、土壌管理、

生産資材の活用、雑草・病虫害管理に関する最

新の知見と技術について学び、論議するととも

に自らのテーマを設定し、研究する。これらに

より、マーケットインの発想も含めて持続性の

高い新たな農業生産システムを展開し食料産業

の発展に貢献できる高度な能力を修得する。 

 

＜フード領域＞ 

食品研究の基本となる成分とその生体機能並

びに微生物の寄与について学ぶ「食品科学分

科目を配置する。これにより、食料産業におけ

る諸課題を把握し、その解決策へ向けての提案

をまとめる能力を醸成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 専門科目 

専門科目は、教育研究の柱となる「アグリ領

域」「フード領域」「ビジネス領域」の３領域か

ら構成し、１６科目を１年次前期及び後期にそ

れぞれ段階的に配置する。 

いずれも選択科目とすることにより、各人が

計画する研究テーマに必要となる各領域の高度

な学問的専門知識を適宜履修できることとして

いる。 

 

＜アグリ領域＞ 

農業活動に伴う環境破壊を抑制し、かつ持続

性の高い農業生産システムについて理解し、研

究する。そのために、地球環境の現状を理解

し、作物の生理・生態、生産方式、土壌管理、

生産資材の活用、雑草・病虫害管理に関する最

新の知見と技術について学び、論議するととも

に自らのテーマを設定し、研究する。これらに

より、マーケットインの発想も含めて持続性の

高い新たな農業生産システムを展開し食料産業

の発展に貢献できる高度な能力を修得する。 

 

＜フード領域＞ 

食品研究の基本となる成分とその生体機能並

びに微生物の寄与について学ぶ「食品科学分
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野」、およびそうした食品の特性を活かし、サ

スティナブルな加工・利用技術を学ぶ「食品プ

ロセス学分野」について相互的に学び研究する

ことで、食料産業の発展に貢献できる高度な実

践力と応用力を修得する。 

 

＜ビジネス領域＞ 

食料産業が直面する諸課題を社会科学・ビジ

ネスの側面から多面的に理解することにより、

食料産業にかかわる多様なビジネスにおいて新

たな価値創造に取り組む事業プロジェクトを推

進するため、そして食料産業にかかわる多様な

地域資源を活かして地域創生の視野から地域活

性を推進するために必要となる高度な知識と能

力を修得する。 

 

③ 特別演習・特別研究科目 

特別演習・特別研究科目は、１年次前期から

２年次後期まで段階的に配置する「食料産業学

特別演習Ⅰ～Ⅳ」及び２年次通年の「食料産業

学特別研究」を配置する。入学から修了に至る

まで、「食料産業学特別演習Ⅰ～Ⅳ」及び「食

料産業学特別研究」を並行して段階的に配置す

ることにより、研究の推進に必要となる理解と

手法を修得し、かつ研究指導教員が研究テーマ

に即した細やかな研究指導を行うことにより、

修士論文の完成へと導く。 

なお「食料産業学特別研究」を通じ、修士論

文の作成にあたっては本研究科の目的に掲げる

食と農に係る課題の解決や新たな産業の創出、

そして地域および国際社会の食料産業の発展に

寄与し得る専門性の高い修士論文を執筆するこ

とを目標とし取り組む。 

 

野」、およびそうした食品の特性を活かし、サ

スティナブルな加工・利用技術を学ぶ「食品プ

ロセス学分野」について相互的に学び研究する

ことで、食料産業の発展に貢献できる高度な実

践力と応用力を修得する。 

 

＜ビジネス領域＞ 

食料産業が直面する諸課題を社会科学・ビジ

ネスの側面から多面的に理解することにより、

食料産業にかかわる多様なビジネスにおいて新

たな価値創造に取り組む事業プロジェクトを推

進するため、そして食料産業にかかわる多様な

地域資源を活かして地域創生の視野から地域活

性を推進するために必要となる高度な知識と能

力を修得する。 

 

③ 特別演習・特別研究科目 

特別演習・特別研究科目は、１年次前期から

２年次後期まで段階的に配置する「食料産業学

特別演習Ⅰ～Ⅳ」及び２年次通年の「食料産業

学特別研究」を配置する。入学から修了に至る

まで、「食料産業学特別演習Ⅰ～Ⅳ」及び「食

料産業学特別研究」を並行して段階的に配置す

ることにより、研究の推進に必要となる理解と

手法を修得し、かつ研究指導教員が研究テーマ

に即した細やかな研究指導を行うことにより、

修士論文の完成へと導く。 
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（新旧対照表）シラバス「食料産業学特論」 
新 旧 

授業の概要 

 

食料産業は、農業、畜産、水産、食品製造、食品

加工、流通、販売、外食、資材供給、輸入および

その他関連する産業によって構成されている。食

料産業学特論では、これらの各分野について、歴

史的・国際的な視点を持って、先端的知見を含め

総合的、包括的、実践的な知識を習得し、その諸

課題を把握するとともに解決の方策を探求する能

力を醸成する。 

農を含んだ「食」に係る産業の栄枯盛衰には、そ

れが存在する地域の位置や地形、気候、風土、文

化、産業など地域的な要因に関係深いことは自明

であり、それらの地域性を踏まえた歴史的な視点

と、今般の社会的・経済的な情勢を踏まえた国際

的な視点で食料産業を捉える能力を醸成し、地域

と国際社会の発展に貢献するために必要な能力等

を涵養する。 

（下記授業計画のうち、食料産業の現状や各分野

の概説および詳説、食料産業の現状に関する授業

にて教授（1,2,3,5,6,8,9,11,12）） 

なおこうした観点から、「講義による必要な知識

のインプット」、「有識者の経験と追体験する」こ

となどからなる、オムニバス形式の授業を実施す

る。 

授業の概要 

 

食料産業は、農業、畜産、水産、食品製造、食品

加工、流通、販売、外食、資材供給、輸入および

その他関連する産業によって構成されている。食

料産業学特論では、これらの各分野について、歴

史的・国際的な視点を持って、先端的知見を含め

総合的、包括的、実践的な知識を習得し、その諸

課題を把握するとともに解決の方策を探求する能

力を醸成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした観点から、「講義による必要な知識のイ

ンプット」、「有識者の経験と追体験する」ことな

どからなる、オムニバス形式の授業を実施する。 

 

到達目標 

 

食料産業を構成する各分野の総合的、包括的、実

践的な知識を習得し、食料産業における諸課題を

把握する能力を醸成する。また、食料産業におけ

る諸課題の解決の方策を探求する能力を醸成し、

地域と国際社会の発展に貢献するために必要な能

力等を修得する。 

到達目標 

 

食料産業を構成する各分野の総合的、包括的、実

践的な知識を習得し、食料産業における諸課題を

把握する能力を醸成する。また、食料産業におけ

る諸課題の解決の方策を探求する能力を醸成 

する。 

 

【添付資料 1】シラバス「食料産業学特論」 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
審査意見に従い、カリキュラム・ポリシーに学修成果の評価の在り方等に関する記載を

以下のとおり追加する。 
 
  追記 
  「また本研究科の成績の評価については、各科目のシラバスに示す評価方法に従い、

同じくシラバスに示す到達目標の達成度に基づいて評価を行う。」 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（11 ページ） 
 

新 旧 
４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程の編成方針 

先述した本大学院及び本研究科の目的及び本研

究科のディプロマ・ポリシーを実現するための教

育課程編成・実施の方針（以下、カリキュラム・

ポリシー（教育課程編成方針）を、以下のとおり

定める。 

 

【食料産業学研究科食料産業学専攻のカリキュラ

ム・ポリシー】 

農林水産業・加工流通業・関連産業を包含する

「食料産業」を対象とする総合科学であり、生命

科学、環境科学、社会科学等を重要な構成要素と

する学問である「食料産業学」に関する高度の研

究能力と専門性を高めることができる教育課程を

編成する。 

食料産業学研究科食料産業学専攻の教育課程

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程の編成方針 

先述した本大学院及び本研究科の目的及び本研

究科のディプロマ・ポリシーを実現するための教

育課程編成・実施の方針（以下、カリキュラム・

ポリシー（教育課程編成方針）を、以下のとおり

定める。 

 

【食料産業学研究科食料産業学専攻のカリキュラ

ム・ポリシー】 

農林水産業・加工流通業・関連産業を包含する

「食料産業」を対象とする総合科学であり、生命

科学、環境科学、社会科学等を重要な構成要素と

する学問である「食料産業学」に関する高度の研

究能力と専門性を高めることができる教育課程を

編成する。 

食料産業学研究科食料産業学専攻の教育課程

１．カリキュラム・ポリシーについて、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応

じて適切に改めること。 

 

（２）カリキュラム・ポリシーに学修成果の評価の在り方等に関する具体的な記述が見

受けられない。 
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は、食料産業の総合的な理解を修得する「共通科

目」と、各領域の高度な研究能力と専門性を修得

する「専門科目」、そして各自の研究を推進し修

士論文を完成させるための理解や手法を修得する

「特別演習・特別研究科目」から構成する。 

基盤となる理解から応用的な理解・手法を習得

する科目を体系的に履修することにより、「食料

産業」に関する精深な学識を身につけ、高度の研

究能力と専門性をもって課題を解決し新しい時代

の産業を創出することにより地域及び国際社会の

食料産業の発展に寄与できる人材を育成するため

の体系的な教育課程を編成する。 

①共通科目（記載省略） 

 ②専門科目（記載省略） 

 ③特別演習・特別研究科目（記載省略） 

 

 また本研究科の成績の評価については、各科目

のシラバスに示す評価方法に従い、同じくシラバ

スに示す到達目標の達成度に基づいて評価を行

う。 

 

は、食料産業の総合的な理解を修得する「共通科

目」と、各領域の高度な研究能力と専門性を修得

する「専門科目」、そして各自の研究を推進し修

士論文を完成させるための理解や手法を修得する

「特別演習・特別研究科目」から構成する。 

基盤となる理解から応用的な理解・手法を習得

する科目を体系的に履修することにより、「食料

産業」に関する精深な学識を身につけ、高度の研

究能力と専門性をもって課題を解決し新しい時代

の産業を創出することにより地域及び国際社会の

食料産業の発展に寄与できる人材を育成するため

の体系的な教育課程を編成する。 

①共通科目（記載省略） 

 ②専門科目（記載省略） 

 ③特別演習・特別研究科目（記載省略） 
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（改善事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
 審査意見に従い、新潟食料健康研究機構に設立した食品科学研究所（フードサイエンスリ

サーチセンター）と本研究科との関係性や連携体制等を明確にし、その上でそれが本研究科

の目的に掲げる「地域と国際社会の発展」にどのように寄与するのかの説明を追加する。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（3 ページ） 
 

新 旧 
１ 設置の趣旨及び必要性 

（１）新潟食料農業大学大学院設置の趣旨及び必

要性 

（記載省略） 

 

さらに本学では令和２年４月、地域の食品産業

界との産官学連携ならびに食品研究の拠点となる

ことを目指し「新潟食料健康研究機構」を発足さ

せた。この新潟食料健康研究機構では、食品科学

研究所（フードサイエンスリサーチセンター）を

設立し、新たな食の未来の創造を目指して「加

工・利用」「スポーツ・健康・機能」「発酵・醸

造」の３領域で食料及び健康にかかわる基礎及び

応用研究を行っている。また、技術相談、依頼分

析、受託研究、共同研究、公開講座などの活動を

通じて地域の活性化とともに人材育成に取り組ん

でいる。 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（１）新潟食料農業大学大学院設置の趣旨及び必

要性 

（記載省略） 

 

さらに本学では令和２年４月、地域の食品産業

界との産官学連携ならびに食品研究の拠点となる

ことを目指し「新潟食料健康研究機構」を発足さ

せた。この新潟食料健康研究機構では、食品科学

研究所（フードサイエンスリサーチセンター）を

設立し、新たな食の未来の創造を目指して「加

工・利用」「スポーツ・健康・機能」「発酵・醸

造」の３領域で食料及び健康にかかわる基礎及び

応用研究を行っている。また、技術相談、依頼分

析、受託研究、共同研究、公開講座などの活動を

通じて地域の活性化とともに人材育成に取り組ん

でいる。 

２．本学では「地域の食品産業界との産官学連携ならびに食品研究の拠点となることを

目指して『新潟食料健康研究機構』」を令和２年４月に発足し、「食料及び健康にかか

わる基礎及び応用研究を行っている」旨の説明があるが、本研究科の設置の趣旨等に

鑑みれば、同機構との有機的な連携により、本研究科で取り組む教育研究の充実が見

込まれる。しかし、両者の関連性や連携体制等に係る説明がないことから、「新潟食料

健康研究機構」と本研究科との関係性や連携体制等を明らかにした上で、それが本研

究科の目的に掲げる「地域と国際社会の発展」にどのように寄与するのか明確に説明

すること。 
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新潟食料健康研究機構は、本学の組織図に示す

とおり、学部およびその他の組織に属することな

く、学長の指揮統括のもと、独立性・独自性を保

ちつつ、学部や社会連携推進室と連携しながら各

種の研究活動に取り組んでいる。 

 

新潟食料農業大学ホームページ 「組織図」 

https://nafu.ac.jp/overview/organization/ 

 

本大学院設置後もその組織の位置づけは変更な

く、学部や研究科に属することのない組織とする

ことで、学長の指揮統括のもと、研究の内容や状

況、先方の要望等により学部とも研究科とも柔軟

に連携しながら研究活動を推進することとしてい

る。また学部や研究科に属することなく独立した

組織とすることで、企業や地域、他大学等との共

同研究や人的交流等、学外の組織や研究者との連

携においても柔軟に対応できるメリットが生じる

ものと考えている。 

なお本大学院設置後は、新潟食料健康研究機構

に設立した食品科学研究所を活用して、院生の教

育及び研究を充実させるとともに、本研究所を通

じて地域の食料産業企業との共同研究を実施し、

地域イノベーションの創出を目指す。具体的に

は、本研究科専任教員の丸山純一教授、渡邉剛志

教授、長島裕二教授、小熊哲哉教授、横向慶子教

授、阿部憲一講師の６名は食品科学研究所の研究
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員を兼任しており、本研究科での研究シーズを用

いて応用及び実用化研究を本研究所において行う

計画である。 

また、ここで開発する新たな機能性食品などを

地域の企業を通じて海外に向けて輸出展開するな

ど、国際社会の発展への寄与も目指していくこと

で、本大学院の目的に示す「地域と国際社会の発

展」に貢献する。 

 

 
【添付資料 2】新潟食料健康研究機構リーフレット 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
審査意見に従い、「食料産業学特別研究」の「授業計画」に、担当教員の研究分野をよ

り具体的に明示する。 
また当該科目と本研究科の目的や教育課程で設けている３領域（アグリ領域・フード領

域・ビジネス領域）等との関係性について、同じくシラバスの「到達目標」に追記し、そ

れを明記する。 
 
 
（新旧対照表）シラバス「食料産業学特別研究」 
 

新 旧 
到達目標 

・２年間の研究成果を取りまとめ、修士論文を完

成する。 

・食と農に係る課題の解決や新たな産業の創出、

地域および国際社会の食料産業の発展への寄与

する視点を持って、修士論文を取りまとめる。 

・共通科目で修得した食料産業における諸課題を

把握しその解決策を提案する能力および専門科

目で修得したアグリ領域・フード領域・ビジネ

ス領域の３領域に係る高度な学問的専門知識に

基づき、本研究科の目的に掲げる地域及び国際

社会の食料産業の発展に寄与する修士論文を完

成する。 

・修士論文の成果を最終発表し、修士の学位を取

得する。 

 

 

到達目標 

・２年間の研究成果を取りまとめ、修士論文を完

成する。 

・食と農に係る課題の解決や新たな産業の創出、

地域および国際社会の食料産業の発展への寄与

する視点を持って、修士論文を取りまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

・修士論文の成果を最終発表し、修士の学位を取

得する。 

 

３．研究指導科目である「食料産業学特別研究」に関し、担当教員の研究分野をより具

体的に明示するとともに、それも踏まえた上で、当該科目と本研究科の目的や教育課

程で設けている３領域（アグリ領域・フード領域・ビジネス領域）等との関係性を明

確に説明すること。 
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授業計画 

＜担当教員の研究分野＞ 

1 中井裕 

研究分野は、畜産学、環境学、微生物学であ

る。畜産学に関しては家畜感染症、人獣共通感

染症、病原性微生物、疫学、環境学に関しては

汚水処理、コンポスト、メタン発酵、微生物学

に関しては環境浄化・リサイクル・エネルギー

生産に関わる微生物などのテーマで、社会実装

を意識した研究を志す受講者を歓迎する。 

 

3 金子孝一 

研究分野は、商業開発、特に料飲事業にかかわ

る経営学（社会科学）である。顧客満足に関わ

る集客と最適な運営システムを目指す料飲事業

に関して、需要分析などの事業開発の手法、調

理工程に踏み込んだ運営の仕組みなどを感性工

学の視点から研究テーマとしている。料飲事業

にかかわるマーケティング、消費行動、商業

（施設）開発に問題や興味を持ち、課題解決の

実践的な研究を志す受講者を歓迎する。 

 

4 吉岡俊人 

研究分野は、基礎生物学では環境要因に対する

植物の応答であり、生産環境農学では植物の環

境応答に基づいて生じる農業分野における生態

生理現象、およびその現象の制御技術である。

担当教員は、植物の温度および攪乱に対する植

物ホルモンを介した応答機構を研究テーマにし

ている。それに関する、植物保護学分野での応

用研究を志す受講者を歓迎する。 

 

 

5 荒木肇 

研究分野は、作物生産や栽培学に関する領域で

ある。作物種は限定せずに、新潟・北陸地域の

授業計画 

＜担当教員の研究分野＞ 

1 中井裕 

基礎獣医学・基礎畜産学、環境農学、環境影響

評価・環境政策（環境保全） 

 

 

 

 

 

 

3 金子孝一 

商業開発、特に料飲事業に関する実務（設備設

計、プロジェクトマネジメント、マス タープ

ランニング、運営査定･事業計画、国際プロジ

エクト）からの知見を包含する経営学（社会 

科学）、情報学（総合領域）、生活科学（総合領

域） 

 

 

 

 

4 吉岡俊人 

基礎生物学、生産環境農学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 荒木肇 

作物生産学 
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気象環境と作物発育との関連や夏季高温条件を

回避する作型開発は重要なテーマである。所在

地の砂地土壌での作物生産について、緑肥等生

物資の活用やマーケット需要を勘案した新規作

物の導入も地域の食産業発展に必要である。地

域農業課題を実践的に解決する研究に意欲ある

受講者を歓迎する。 

 

6 丸山純一 

研究分野は、食品安全学および食品衛生学であ

る。食品の安全性確保のためには、科学的根拠

に基づくリスク評価を踏まえた的確なリスク管

理、すなわち健康への悪影響を未然に防止し、

リスクを最小限にする対策が求められる。

HACCP システムを基盤とする食品安全マネジ

メントシステムの普及啓発に携わってきた。供

給サイドや流通、消費の現場における適切な食

品の取扱いについて関心のある受講者を歓迎す

る。 

 

7 長島裕二 

研究分野は、水産に関する水圏応用科学であ

る。担当教員は、水産物およびその原材料とな

る水圏生物資源を有効、高度、安全に利用する

ため、魚介類のもつ生理機能や生理活性物質を

研究テーマとしている。限りある水産生物資源

を発展的に活用することに関心をもち、問題解

決のために研究を志す受講者を歓迎する。 

 

8 小熊哲哉 

研究分野は、微生物を活用した様々な食品関連

の研究課題をテーマとした分野である。具体的

にはゲノム編集も含めた育種による有用発酵・

醸造微生物の創製、発酵・醸造による機能性物

質又は有用物質生産などが研究テーマとなる。

発酵・醸造に興味を持った受講者、あるいは環

 

 

 

 

 

 

 

 

6 丸山純一 

食品安全学、食品安全管理システム論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 長島裕二 

水圏応用科学 

 

 

 

 

 

 

 

8 小熊哲哉 

微生物学 
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境に関連して SDGs に貢献できるテーマで研究

を志す受講者を歓迎する。 

 

10 伊藤豊彰 

研究分野は、土壌肥料学、環境保全に資する作

物栽培学である。担当教員は、環境負荷を軽減

した施肥技術、有機性廃棄物の環境保全的活用

技術、温暖化にも対応した土壌管理技術、土壌

診断に関する基礎研究、水田生物の機能を活用

した有機栽培などに関する研究を行ってきた。

環境や生態系の保全と生産向上を調和しうる土

壌管理技術・栽培管理技術等に関するテーマで

実践的な研究を志す受講者を歓迎する。 

 

11 高力美由紀 

研究分野は、経営学のマーケティング分野にお

ける流通論である。担当教員は、フードサービ

スビジネスの役割と発展のあり方を研究テーマ

としている。外食や中食の産業動向やマーケテ

ィング戦略、農商工連携や 6 次産業化による地

域活性、食流通に関わるテーマで、常に実践を

前提とした研究を志す受講者を歓迎する。 

 

12 横向慶子（研究指導補助教員） 

研究分野は、農芸化学（食品栄養化学、食品機

能学、食嗜好科学）である。担当教員は、健康

と栄養について、食品の持つ三次機能の観点と

嗜好性の形成をテーマに取り組んできている。

生活習慣病などの食習慣の問題を、嗜好という

観点から知らず知らずのうちに健康な食生活を

送り、健康寿命の延伸につながる研究を志す受

講者を歓迎する。 

 

13 鈴木孝男 

研究分野は、建築学および農学であり、特に都

市計画・建築計画、地域環境工学・計画学にかか

 

 

 

10 伊藤豊彰 

農芸化学、境界農学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 高力美由紀 

フードサービスビジネス、流通サービスビジネ

ス、マーケティング 

 

 

 

 

 

 

12 横向慶子 

農芸化学 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 鈴木孝男 

建築学、農学 
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わるテーマである。担当教員は、地域計画、農村

計画、まちづくり、地方創生のあり方を研究テ

ーマとしている。人口減少時代の地域社会の持

続的な事業、制度等に関わる実践的な問題意識

に基づく研究を志す受講者を歓迎する。 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
 審査意見に従い、当該科目のシラバス「評価方法」の記載を改める。 
 
 
（新旧対照表）シラバス「発酵醸造学特論」 
 

新 旧 
評価方法 

 

期間中に複数回行う小テストおよび定期試験の結

果により評価する。 

（小テスト 50%、定期試験 50%） 

 

評価方法 

 

出席並びに期間中に複数回行う小テストおよび定

期試験の結果により評価する。 

（出席 20%、小テスト 40%、定期試験 40%） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．「発酵醸造学特論」のシラバスにおける「評価方法」について、「出席」を評価の対

象としており、評価方法として不適切であることから、学修到達目標等に照らして適

切な評価方法に改めること。 
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（改善事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
（対応） 
本研究科の入学定員は６人と少数であるため、複数の選抜方法（入試区分）は設けてい

ない。したがって、出願要件ごとに細分化して募集人員を定めることはせず、いずれかの

出願要件で出願した受験者を総合的に評価し合否を判定する。 
具体的には、本研究科の入学者選抜は、志願者のこれまでの経験・経歴等を加味し、新

潟食料農業大学食料産業学部を卒業見込みの者で、所属コース長が推薦した者を対象とす

る「学内推薦」、大学院入学資格を有し企業や団体等における実務経験を有する者または

自営業を営む者を対象とする「社会人」、大学院入学資格を有し日本国籍以外の者で日本

語能力試験Ｎ２合格またはそれと同等以上の日本語能力を有する者を対象とする「留学

生」、大学院入学資格を有し前出の学内推薦・社会人・留学生の出願区分に該当しない者

を対象とする「一般」の合計４区分の出願要件を設けている。 
なおこのたびの指摘に伴い今一度各出願要件に対する試験科目を見直すこととし、「社

会人」の合否についてはこれまで出願書類評価及び小論文試験、面接試験の結果を総合し

て判定することとしていたが、社会人としての経験を加味して小論文試験を免除し、出願

書類評価及び面接試験にてこれまでの社会経験や実績、そしてそれに基づく修学及び研究

への意欲を評価して合否判定を行うことと改める。 
 
「社会人」の合否判定について  

旧 ； 出願書類評価及び小論文試験、面接試験の結果を総合して判定する。 
新 ； 出願書類評価及び面接試験の結果を総合して判定する。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（20 ページ） 
 

新 旧 
７入学者選抜の概要 

（１）入学者受入れの方針 

略 

 

（２）出願資格、入学者選抜の方法及び募集定員 

本研究科の入学者選抜は、入学定員６人と少数

７入学者選抜の概要 

（１）入学者受入れの方針 

略 

 

（２）出願資格、入学者選抜の方法及び募集定員 

本研究科の入学者選抜は、出願資格として大学

５．入学者選抜について、選抜方法ごとの受入れ人数が判然としないため、明確に説明

すること。 
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であるため、入試区分は設けないが、出願資格と

して大学院入学資格又は大学院入学資格を有する

こととなる見込みの者とし、出願要件として「学

内推薦」「社会人」「留学生」「一般」の４区分を

設ける。 

「学内推薦」は本学部を卒業見込みの者で所属

コース長が推薦した者、「社会人」は大学院入学

資格を有し且つ食や農に係る企業や団体等におけ

る実務経験（自営業も含む）を有する者、「留学

生」は大学院入学資格を有する日本国籍以外の者

で日本語能力試験Ｎ２合格またはそれと同等以上

の日本語能力を有する者、そして「一般」は大学

院入学資格を有し前述の３区分に該当しない者を

対象とする。 

「学内推薦」「社会人」による合否判定は出願

書類評価及び面接試験の結果を、そして「留学

生」「一般」による合否判定は出願書類評価及び

小論文試験、面接試験の結果を総合して判定す

る。なお合否の判定は、研究科教授会が委任する

代議員会「大学院入試合否判定会議」が行い、審

議した合否結果を学長に上申し、学長が入学を決

定する。 

入学者選抜は第１次募集から第３次募集までの

計３回を予定し、第１次募集は９月、第２次募集

は 12 月、第３次募集は２月に実施する。なお本

研究科の入学定員は６名と少数であるため、第３

次募集の実施については、第１次募集及び第２次

募集までで合格者が入学定員に達した場合、第３

次募集は行わないこととする。なおその旨は予め

学生募集要項に明示し、入学志願者に理解を求め

た上で入学者選抜を実施する。 

また本研究科では意欲の高い優秀な人材に対

し、入学金の全額及び授業料・施設設備金の半額

を免除する「新潟食料農業大学大学院修士課程特

待生制度」を設ける。特待生は出願区分によら

ず、「学内推薦」「社会人」「留学生」「一般」の４

院入学資格又は大学院入学資格を有することとな

る見込みの者とし、出願要件として「学内推薦」

「社会人」「留学生」「一般」の４区分を設ける。 

 

 

「学内推薦」は本学部を卒業見込みの者で所属

コース長が推薦した者、「社会人」は大学院入学

資格を有し且つ食や農に係る企業や団体等におけ

る実務経験（自営業も含む）を有する者、「留学

生」は大学院入学資格を有する日本国籍以外の者

で日本語能力試験Ｎ２合格またはそれと同等以上

の日本語能力を有する者、そして「一般」は大学

院入学資格を有し前述の３区分に該当しない者を

対象とする。 

「学内推薦」による合否判定は出願書類評価及

び面接試験の結果を、そして「社会人」「留学

生」「一般」による合否判定は出願書類評価及び

小論文試験、面接試験の結果を総合して判定す

る。なお合否の判定は、研究科教授会が委任する

代議員会「大学院入試合否判定会議」が行い、審

議した合否結果を学長に上申し、学長が入学を決

定する。 

入学者選抜は第１次募集から第３次募集までの

計３回を予定し、第１次募集は９月、第２次募集

は 12 月、第３次募集は２月に実施する。なお本

研究科の入学定員は６名と少数であるため、第３

次募集の実施については、第１次募集及び第２次

募集までで合格者が入学定員に達した場合、第３

次募集は行わないこととする。なおその旨は予め

学生募集要項に明示し、入学志願者に理解を求め

た上で入学者選抜を実施する。 

また本研究科では意欲の高い優秀な人材に対

し、入学金の全額及び授業料・施設設備金の半額

を免除する「新潟食料農業大学大学院修士課程特

待生制度」を設ける。特待生は出願区分によら

ず、「学内推薦」「社会人」「留学生」「一般」の４
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区分の受験者から選考し、特待生の選考基準を満

たすとされた者について先述の減免を行うことと

する。 

選考基準は、「本大学院への入学意思が明確

で、特待生に採用された場合、入学が確約できる

者」を共通条件とし、極めて高い実績や専門技術

を有する者（業務経験や論文実績、学会発表実績

など）あるいは大学卒業時のＧＰＡが２.５以上の

者とする。ただし、長期履修生は対象外とする。

この特待生の対象上限人数は入学定員と同数の６

人とし、第１次募集から順次選考を行い、定員に

達し次第締め切ることとする。 

なお本学部では、地域に開いた大学として地域

住民の学びの要望に応えること、地域及び食料・

農業分野の関連企業や行政機関等との社会連携を

推進し、食と農に関する産業の発展に寄与するこ

とを目的とし、「研究生」「科目等履修生」「聴講

生」の受け入れを行っている。よって本研究科で

もその趣旨に倣い、正課生以外に「研究生」「科

目等履修生」「聴講生」を受け入れることとす

る。それぞれの定員は若干名とし、教育・研究に

支障の無い場合に限り、選考のうえ、研究科教授

会の議を経て学長が入学を許可することができる

ものとする。なお本大学院学則第４３条に基づ

き、本研究科の研究生、科目等履修生、聴講生に

関する規則は別に定めることとする。 

（【資料９-１】 

新潟食料農業大学大学院 研究生規程（案） 

【資料９-２】 

新潟食料農業大学大学院 科目等履修生規程 

（案） 

【資料９-３】 

新潟食料農業大学大学院 聴講生規程（案）） 

 

区分の受験者から選考し、特待生の選考基準を満

たすとされた者について先述の減免を行うことと

する。 

選考基準は、「本大学院への入学意思が明確

で、特待生に採用された場合、入学が確約できる

者」を共通条件とし、極めて高い実績や専門技術

を有する者（業務経験や論文実績、学会発表実績

など）あるいは大学卒業時のＧＰＡが２.５以上の

者とする。ただし、長期履修生は対象外とする。

この特待生の対象上限人数は入学定員と同数の６

人とし、第１次募集から順次選考を行い、定員に

達し次第締め切ることとする。 

なお本学部では、地域に開いた大学として地域

住民の学びの要望に応えること、地域及び食料・

農業分野の関連企業や行政機関等との社会連携を

推進し、食と農に関する産業の発展に寄与するこ

とを目的とし、「研究生」「科目等履修生」「聴講

生」の受け入れを行っている。よって本研究科で

もその趣旨に倣い、正課生以外に「研究生」「科

目等履修生」「聴講生」を受け入れることとす

る。それぞれの定員は若干名とし、教育・研究に

支障の無い場合に限り、選考のうえ、研究科教授

会の議を経て学長が入学を許可することができる

ものとする。なお本大学院学則第４３条に基づ

き、本研究科の研究生、科目等履修生、聴講生に

関する規則は別に定めることとする。 

（【資料９-１】 

新潟食料農業大学大学院 研究生規程（案） 

【資料９-２】 

新潟食料農業大学大学院 科目等履修生規程 

（案） 

【資料９-３】 

新潟食料農業大学大学院 聴講生規程（案）） 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
本研究科は平成 30 年に開設した食料産業学部食料産業学科を基礎として、その完成年

度後に引き続き開設する修士課程であることから、本学部の開設時から教育及び研究に携

わり、その目的の実現に向けて十分な教育・研究実績と豊かな教育経験等を有する教員を

配置したため 60 歳代以上の年齢構成比が高くなっている。しかし経験を持った教員の存

在は、教育及び研究の両側面において、若手教員の指導や実績の積み上げ、能力向上に有

効である。 
なお先般提出した「設置の趣旨等を記載した書類」にも記載したとおり、本学が所属す

る学校法人新潟総合学園の就業規則において定める定年は満 65 歳であり、これを超える

専任教員は開学時において５名、完成年度末時に９名となるが、学校法人新潟総合学園就

業規則附則第３項のとおり、大学院新設など特別の事情があるときは、定年の延長を個別

に措置することができることとしている。完成年度における専任教員の年齢構成は、比較

的高齢に偏ることとなるものの、完成年度以降は本学部に属する若手教員の内部昇格によ

る大学院専任教員への登用や、30 歳代の若手教員及び教育・研究の中心となる 40～50 歳

代の教員を公募により広く募集して採用し、各年代の教員配置の平準化をはかり、本研究

科の教育・研究が継続的に維持されかつ発展していくことのできる体制を構築することと

する。 
具体的には、完成年度以降に本研究科の専任教員となり得る 30 歳代から 40 歳代前半の

若手教員が各領域に１名ずつ計３名在籍しており、いずれも既に博士号を取得しているこ

とから、今後さらに教育・研究の実績を積み上げることにより本研究科の専任教員となる

ことで本研究科の継続的な教育・研究は維持できると考える。 
またこの３名以外にも、まだ教員経験年数は少ないものの、既に博士号を取得してお

り、今後教育実績・研究実績を積むことで大学院教員となり得る者が３名在籍しており、

退職を迎える教員の後任として昇格する可能性が高く、退職による空位を埋めると共に各

年代の均衡がとれたバランスのよい配置とすることが可能であると思われる。 
また内部昇格に加え、本研究科に該当する専門領域や教育科目を担当できる若手人材を

輩出する大学は国立大学農学部をはじめ全国的に存在するため、公募を行うことによって

外部から採用することにより、教員組織の将来構想として、教員の若返りを果たすことも

おおいに可能であると考える。 

６．専任教員の年齢構成が著しく高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏ま

え、若手教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にするとともに、教員配置の

適正化を図ること。 
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なお本大学院教員 17 人の完成年度末時点の年齢構成は、「専任教員の年齢構成・学位保

有状況（別記様式第３号（その３））で示したとおりであり、その構成比を付記すると以

下のとおりであるが、 
29 歳以下 0 人 0.0% 
30～39 歳 0 人 0.0% 
40～49 歳 3 人 17.6% 
50～59 歳 1 人 5.9% 
60～64 歳 3 人 17.6% 
65～69 歳 7 人 41.2% 
71 歳以上 3 人 17.6% 

その後 65 歳以上教員 10 人が退職し、先述の６人が内部昇格し、且つ公募により４人の教

員を採用すると（30 歳代１人、50 歳代３人と想定）、本研究科開設から５年目の令和８年

４月 1 日の年齢構成は 
29 歳以下 0 人 0.0% 
30～39 歳 3 人 17.6% 
40～49 歳 7 人 41.2% 
50～59 歳 4 人 23.5% 
60～64 歳 3 人 17.6% 
65～69 歳 0 人 0.0% 
71 歳以上 0 人 0.0% 

となり、40 歳代を中心に教員配置の適正化が図られることとなる。 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（22 ページ） 
 

新 旧 
８ 教員組織の編制の考え方及び特色 

本研究科の目的や教育課程は先述したとおりで

あるが、教員組織は、基礎となる食料産業学部食

料産業学科の教育及び研究を更に発展させたもの

であり、また学部から大学院へ進学する学生に対

し連続性のあるきめ細かな指導を行うことを想定

し、食料産業学部食料産業学科の専任教員を中心

として編制する。 

入学定員６名に対し専任教員は 17 名で編制し

ており、内訳は教授 13 名、講師 4 名である。な

８ 教員組織の編制の考え方及び特色 

本研究科の目的や教育課程は先述したとおりで

あるが、教員組織は、基礎となる食料産業学部食

料産業学科の教育及び研究を更に発展させたもの

であり、また学部から大学院へ進学する学生に対

し連続性のあるきめ細かな指導を行うことを想定

し、食料産業学部食料産業学科の専任教員を中心

として編制する。 

入学定員６名に対し専任教員は 17 名で編制し

ており、内訳は教授 13 名、講師 4 名である。な
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おこの 17 名のうち 16 名が博士号を有する教員で

あり、それぞれの専門分野について高い教育実績

及び研究業績、実務経験を有し、修士課程におけ

る十分な教育・研究が実施できる教員配置として

いる。 

また領域ごとの専任教員数は、アグリ領域６

名、フード領域６名、ビジネス領域５名とほぼ均

等に配置されており、様々な見地から食料産業の

ネットワーク（フードチェーン）を総合的に深く

捉え、食料産業に係る課題を見出し解決できる能

力を修得できる環境となっている。また専任教員

17 名のうち３名が女性教員となっている。 

なお専任教員 17 名の年齢構成は、開設時にお

いて 70 歳代１名、60 歳代 11 名、50 歳代２名、

40 歳代２名、30 歳代１名となっている。 

本研究科は平成 30 年に開設した食料産業学部

食料産業学科を基礎として、その完成年度後に引

き続き開設する修士課程であることから、本学部

の開設時から教育及び研究に携わり、その目的の

実現に向けて十分な教育・研究実績と豊かな教育

経験等を有する教員を配置したため 60 歳代以上

の年齢構成比が高くなっているが、本学部に属す

る専任教員のうち、完成年度以降に本研究科の専

任教員となり得る 30 歳代から 40 歳代前半の若手

教員が各領域に１名ずつ計３名在籍しており、い

ずれも既に博士号を取得していることもあり、今

後さらに教育・研究の実績を積み上げることによ

り本研究科の専任教員となることで本研究科の継

続的な教育・研究は維持できると考える。 

なお、本学が所属する学校法人新潟総合学園の

就業規則において定める定年は満 65 歳であり、

これを超える専任教員は開学時において５名、完

成年度末時に９名となるが、以下に記した学校法

人新潟総合学園就業規則附則第３項のとおり、大

学院新設など特別の事情があるときは、定年の延

長を個別に措置することができることとしてい

おこの 17 名のうち 16 名が博士号を有する教員で

あり、それぞれの専門分野について高い教育実績
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いて 70 歳代１名、60 歳代 11 名、50 歳代２名、
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本研究科は平成 30 年に開設した食料産業学部

食料産業学科を基礎として、その完成年度後に引

き続き開設する修士課程であることから、本学部

の開設時から教育及び研究に携わり、その目的の

実現に向けて十分な教育・研究実績と豊かな教育

経験等を有する教員を配置したため 60 歳代以上

の年齢構成比が高くなっているが、本学部に属す

る専任教員のうち、完成年度以降に本研究科の専

任教員となり得る 30 歳代から 40 歳代前半の若手

教員が各領域に１名ずつ計３名在籍しており、い

ずれも既に博士号を取得していることもあり、今

後さらに教育・研究の実績を積み上げることによ

り本研究科の専任教員となることで本研究科の継

続的な教育・研究は維持できると考える。 

なお、本学が所属する学校法人新潟総合学園の

就業規則において定める定年は満 65 歳であり、

これを超える専任教員は開学時において５名、完

成年度末時に９名となるが、以下に記した学校法

人新潟総合学園就業規則附則第３項のとおり、大

学院新設など特別の事情があるときは、定年の延

長を個別に措置することができることとしてい

25



る。完成年度における専任教員の年齢構成は、比

較的高齢に偏ることとなるものの、完成年度以降

は先述したとおり本学部に属する若手教員の内部

昇格による大学院専任教員への登用や、30 歳代の

若手教員及び教育・研究の中心となる 40～50 歳

代の教員を公募により広く募集して採用し、各年

代の教員配置の平準化をはかり、本研究科の教

育・研究が継続的に維持されかつ発展していくこ

とのできる体制を構築することとする。 

 

学校法人新潟総合学園就業規則より抜粋 

（定 年） 

第 20 条 教育職員のうち無期雇用契約及び途中

で有期雇用契約から無期雇用契約に転換した

教授、准教授、講師の定年は満 65 歳とし、

定年年令に達した年の年度末をもって退職と

する。但し、職員、学園双方協議のうえ再雇

用して３年以内勤務させることができるもの

とし、当該任期が経過した後の再任は個別に

決定する。 

附 則 

３ 第 20 条に係わらず学部・学科の新増設、大

学院の新設など特別の事情があるときは、理

事会において定年の延長を個別に措置するこ

とができる。 

 

具体的には、先述のとおり完成年度以降に本研

究科の専任教員となり得る 30 歳代から 40 歳代前

半の若手教員が各領域に１名ずつ計３名在籍して

おり、いずれも既に博士号を取得していることか

ら、今後さらに教育・研究の実績を積み上げるこ

とにより本研究科の専任教員となることで本研究

科の継続的な教育・研究は維持できると考える。 

またこの３名以外にも、まだ教員経験年数は少

ないものの、既に博士号を取得しており、今後教

育実績・研究実績を積むことで大学院教員となり

る。完成年度における専任教員の年齢構成は、比

較的高齢に偏ることとなるものの、完成年度以降

は先述したとおり本学部に属する若手教員の内部

昇格による大学院専任教員への登用や、30 歳代の

若手教員及び教育・研究の中心となる 40～50 歳

代の教員を公募により広く募集して採用し、各年

代の教員配置の平準化をはかり、本研究科の教

育・研究が継続的に維持されかつ発展していくこ

とのできる体制を構築することとする。 

 

学校法人新潟総合学園就業規則より抜粋 

（定 年） 

第 20 条 教育職員のうち無期雇用契約及び途中

で有期雇用契約から無期雇用契約に転換した

教授、准教授、講師の定年は満 65 歳とし、

定年年令に達した年の年度末をもって退職と

する。但し、職員、学園双方協議のうえ再雇

用して３年以内勤務させることができるもの

とし、当該任期が経過した後の再任は個別に

決定する。 

附 則 

３ 第 20 条に係わらず学部・学科の新増設、大

学院の新設など特別の事情があるときは、理

事会において定年の延長を個別に措置するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26



得る者が３名在籍しており、退職を迎える教員の

後任として昇格する可能性が高く、退職による空

位を埋めると共に各年代の均衡がとれたバランス

のよい配置とすることが可能であると思われる。 

また内部昇格に加え、本研究科に該当する専門

領域や教育科目を担当できる若手人材を輩出する

大学は国立大学農学部をはじめ全国的に存在する

ため、公募を行うことによって外部から採用する

ことにより、教員組織の将来構想として、教員の

若返りを果たすこともおおいに可能であると考え

る。 

 

なお本学は新潟キャンパス及び胎内キャンパス

の２キャンパスを有しており、本研究科において

もこの２キャンパスを活用して教育研究を推進す

る。なお「５ 教育方法、履修指導、研究指導の

方法及び修了要件」で詳述したとおり、移動に際

する時間及び労力の負担や指導に際する不具合が

生じることのないよう、大学院生及び教員とも、

１日のうちで両キャンパスを往来することのない

よう配慮した時間割を編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお本学は新潟キャンパス及び胎内キャンパス

の２キャンパスを有しており、本研究科において

もこの２キャンパスを活用して教育研究を推進す

る。なお「５ 教育方法、履修指導、研究指導の

方法及び修了要件」で詳述したとおり、移動に際

する時間及び労力の負担や指導に際する不具合が

生じることのないよう、大学院生及び教員とも、

１日のうちで両キャンパスを往来することのない

よう配慮した時間割を編成する。 
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（改善事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
設置認可申請時に「設置の趣旨等を記載した書類」の添付資料 10 として提出した「新

潟食料農業大学学術雑誌一覧」は、指摘のとおり学術雑誌には該当しないものが含まれて

いた。これは申請時において本学図書館にて取り扱っている雑誌すべてを示したリストで

あり、資料タイトルが不適切であったため以下のとおり修正したい。 
 修正前 【資料 10】新潟食料農業大学学術雑誌一覧 

  修正後 【資料 10】新潟食料農業大学学術および教育研究に寄与する雑誌一覧 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（【資料 10】） 
 

新 旧 
【資料 10】新潟食料農業大学学術および教育研究

に寄与する雑誌一覧 

【資料 10】 新潟食料農業大学学術雑誌一覧 

 

 
このリストには専門の学術雑誌以外にも、いわゆる一般雑誌の類も含まれているが、本

学の教育・研究に関係する食・農・地域・健康に係る情報収集への有用性を鑑み、資料の

内容はそのままとし、資料タイトルを先述のとおり変更することとした。 
また本大学院設置に際しては新たに専門に係る学術図書 122 冊の新規購入を予定してお

り、大学院教育にふさわしい図書環境を整備する予定としている。 
【添付資料 2】新規購入予定図書リスト 

 
なお【資料 10】のとおり、本学図書館では、本大学院設置に際してすでに必要な学術雑

誌を整備しているため新たな学術雑誌の購入は予定していないが、農学領域の幅広い情報

を検索し閲覧できるデータベースを導入する予定としており、これにより論文作成に向け

ての調査・研究を円滑に遂行できる環境を整備する。 【添付資料 3】データべ―ス資料 
 

また大学院開設後、教員や院生の要望に応じ新たな学術雑誌の購入も検討し、更なる充実

した環境構築を目指していく。 

７．示された学術雑誌の一覧に、学術雑誌とは認められない不適当なものが見受けられ

るなど、本研究科の設置に当たり、教育研究上必要となる図書等が適切に整備される

計画となっているか不明確なため、本研究科の教育研究内容に照らして適切な整備計

画となっていることを明確に説明するとともに、必要に応じて一覧を適切に改めるこ

と。 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
本研究科は「学生の確保の見通し等を記載した書類」のｐ３に記したとおり、主とする

受入学生像は、本学出身者および他大学の食・農系学部出身者としている。しかしそれに

加え、現在食や農に係る現場で活躍しており、更なる知識・技術を修得し指導的役割を担

うことあるいは研究職となり先端的な研究業務を担うことを目指す社会人も学生として想

定し、入学者選抜の出願要件としても「社会人」の区分を設けている。 
 つまり主とする学生とは想定していないが、職業を継続しながら、職場の理解を得て、

あるいは自営であれば業務時間の調整等を行った上で本研究科にて更なるステップアップ

を目指す社会人も受け入れる想定としている。よって入学者選抜の出願要件にも「社会

人」という区分を設けている。 
なお社会人の修学継続を支援するため、「学生の確保の見通し等を記載した書類」にも

記載したとおり、標準修行年限（２年）を超えて一定の期間に亘り計画的に修了すること

ができるよう「長期履修制度」を設ける。長期履修期間は４年を限度とし、入学前に申請

を受け付けるが、入学後に事情が変わった場合でも年数の変更については柔軟に対応す

る。なお学費は割増することなく正規の学費を３年または４年で均等に納入することと

し、修業期間が長期に渡ることによる経済的負担を軽減する。 
またこれも、「学生の確保の見通し等を記載した書類」に記載したとおり、業務上の都

合等によりやむを得ず出席できなかった授業の補完や、来学困難な場合等に研究指導を行

うためのツールとしてオンラインを活用するなど、可能な限りの環境を構築することと考

えている。 
また、本研究科で修学する上での知識や理解が不足していると感じる者或いは学びの場

から離れていたため今一度基礎知識を確認しておきたいと希望する者等には、本学部授業

の聴講を推奨することとし、現在の学部聴講生規程を改定し本研究科に在籍する大学院生

についても、学部授業の聴講に際しては検定料・入学料・聴講料を免除することと改める

構想としており、これにより、本研究科の基礎となる学部である食料産業学部の学修内容

を聴講し、不足する知識を補い本研究科での学修を円滑に進めることができるよう、修学

環境を整備することとして考えている。 
 

８．社会人の入学を想定している旨の説明があるが、夜間開講や長期履修等に係る具体

的な説明がなく、社会人学生が履修しやすい環境が整備されているのか不明確である。

このため、具体的な方策を示した上で、社会人学生が履修しやすい環境が整備されて

いることを明確に説明すること。 
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なお、本大学院学則（案）第１３条で本大学院の休業日を規定しているが、３項に「学

長は、特に必要があると認めるときは、休業日においても臨時の授業日を設けることがで

きる。」としており、必要に応じて休業日としている日においても集中講義や補講を実施

する等、各種の施策を講じ社会人学生の修学が円滑に行われるよう配慮する。 
 
 
（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（３ページ） 
 

新 旧 
１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組

状況 

１）学生の確保の見通し 

（１）定員充足の見込み 

（前段記載省略） 

本大学院の主とする受入学生像は、本学出身者

および他大学の食・農系学部出身者とするが、そ

れに加え、現在食や農に係る現場で活躍してお

り、更なる知識・技術を修得し指導的役割を担う

ことあるいは研究職となり先端的な研究業務を担

うことを目指す社会人や、本大学院で修得した知

識・技術を基に国際社会において食料産業の発展

に寄与することを目指す留学生も想定する。 

なお職業を継続しながら職場の理解を得て、あ

るいは自営であり業務時間等の調整を行った上で

本研究科にて更なる知識・技術の修得を希望し修

学を志す社会人については、標準修行年限（２

年）を超えて一定の期間に亘り計画的に修了する

ことができるよう「長期履修制度」を設ける。長

期履修期間は４年を限度とし、入学前に申請を受

け付けるが、入学後に事情が変わった場合でも年

数の変更については柔軟に対応する。なお学費は

正規の学費を３年または４年で均等に納入するこ

ととし、修業期間が長期に渡ることによる経済的

負担を軽減する。また、業務上の都合等によりや

むを得ず出席できなかった授業の補完や、来学困

難な場合等に研究指導を行うためのツールとして

１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組

状況 

１）学生の確保の見通し 

（１）定員充足の見込み 

（前段記載省略） 

本大学院の主とする受入学生像は、本学出身者

および他大学の食・農系学部出身者とするが、そ

れに加え、現在食や農に係る現場で活躍してお

り、更なる知識・技術を修得し指導的役割を担う

ことあるいは研究職となり先端的な研究業務を担

うことを目指す社会人や、本大学院で修得した知

識・技術を基に国際社会において食料産業の発展

に寄与することを目指す留学生も想定する。 
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オンラインを活用し、支援を行う。そして本研究

科で修学する上での知識や理解が不足していると

感じる者或いは学びの場から離れていたため今一

度基礎知識を確認しておきたいと希望する者に

は、本学部授業の聴講を推奨することとし、現在

の学部聴講生規程を改定し本研究科に在籍する大

学院生についても、学部授業の聴講に際しては検

定料・入学料・聴講料を免除することと改め、本

研究科の基礎となる学部である食料産業学部の学

修内容を聴講し、不足する知識を補い本研究科で

の学修を円滑に進めることができるよう修学環境

を整備し、修学を支援する。 

入学定員の設定の考え方は世の中の需要も鑑み

て本大学院の安定的・継続的な研究活動において

重要な課題であると考え、慎重に検討し設定を行

った。 

（後段記載省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入学定員の設定の考え方は世の中の需要も鑑み

て本大学院の安定的・継続的な研究活動において

重要な課題であると考え、慎重に検討し設定を行

った。 

（後段記載省略） 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
本学部は開学時から令和２年度まで合計 113 人の外国人留学生を受け入れており、修学

や学生生活に係る様々な支援を行っている。本研究科においても、開設後は本学部留学生

同様、修学や学生生活に係る様々な支援の実施及び令和３年４月９日付文部科学省高等教

育局学生・留学生課「外国人留学生の適切な受入れ及び在籍管理の徹底等について（通

知）」に基づく適切な在籍管理を行う。 
まず出願時に際しては、事務局入試広報部において「留学生」の出願要件に定める日本

語能力（日本語能力試験Ｎ２合格またはそれと同等以上の日本語能力）を有しているか否

かを確認する。また、日本語能力は出願書類や面接試験においても、本研究科での教育及

び研究に適う日本語能力を有しているか確認する。また学費の支弁能力についても、同じ

く入試広報部において「経費支弁説明書」を提出させ、直近１年間の経費支弁者からの仕

送り等について、その事実を証明する書類（送金証明書等）と共に確認する。また、入学

後の経費支弁の計画についても併せて確認する。入学手続時には、本学在学中にかかる学

費および生活費について十分に準備されていることを証明する書類（経費支弁者の在職証

明書や収入証明書等）の提出を求め、その内容を確認する。入学後は事務局学務課におい

て、学部留学生同様、出席状況や単位修得状況、成績指標（GPA）、そして学生生活にお

ける資格外活動の状況を確認し、確認や指導を要すると判断された場合は、研究指導教員

と連携し個別面談等により状況の確認や修学の継続に必要な支援・指導を行う。またこれ

も学部生同様、心身の悩みを抱える者については学生相談室（医務職員による健康相談、

臨床心理士による心理相談）の利用を積極的に案内し、必要に応じ医療機関等とも連携し

ながら問題の早期解決をはかる。日常的な履修や学生生活に係る相談については学生窓口

を中心に、日本語能力向上支援や大学院留学生向けの外部奨学金の情報提供、傷病時や災

害発生時の対応方法の周知等、必要に応じ研究指導教員や関係部署、および学外の関係機

関とも連携しながら対応を行う。また修了後に就職を希望する大学院留学生についても、

日本人大学院生と同様、社会連携推進委員会および社会連携推進課が協働し、研究指導教

員と連携しながら個別にきめ細かな指導を行い、希望の進路の実現に向けて支援する。 
 このように本研究科においても本学部同様、多様な側面から外国人留学生を支援し、経

歴、年齢、国籍等多様な背景を持つ外国人留学生の入学および修学の継続を促進し、本学

の建学の精神に示す「自由、多様、創造」を具現化するキャンパスの形成を目指す。 

９．留学生の入学を想定している旨の説明があるが、留学生に対する在籍管理や経費支

弁能力の確認、学修面や生活面等への支援など、本研究科における留学生へ対応が不

明確なため、明確に説明すること。 
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なお入学時に係る対応については、「設置の趣旨等を記載した書類」に追記する。 
 
 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（20 ページ） 
 

新 旧 
７入学者選抜の概要 

（１）入学者受入れの方針 

略 

 

（２）出願資格、入学者選抜の方法及び募集定員 

本研究科の入学者選抜は、入学定員 6 人と少数

であるため、入試区分は設けないが、出願資格と

して大学院入学資格又は大学院入学資格を有する

こととなる見込みの者とし、出願要件として「学

内推薦」「社会人」「留学生」「一般」の４区分を

設ける。 

「学内推薦」は本学部を卒業見込みの者で所属

コース長が推薦した者、「社会人」は大学院入学

資格を有し且つ食や農に係る企業や団体等におけ

る実務経験（自営業も含む）を有する者、「留学

生」は大学院入学資格を有する日本国籍以外の者

で日本語能力試験Ｎ２合格またはそれと同等以上

の日本語能力を有する者、そして「一般」は大学

院入学資格を有し前述の３区分に該当しない者を

対象とする。 

「学内推薦」「社会人」による合否判定は出願

書類評価及び面接試験の結果を、そして「留学

生」「一般」による合否判定は出願書類評価及び

小論文試験、面接試験の結果を総合して判定す

る。なお合否の判定は、研究科教授会が委任する

代議員会「大学院入試合否判定会議」が行い、審

議した合否結果を学長に上申し、学長が入学を決

定する。 

入学者選抜は第１次募集から第３次募集までの

計３回を予定し、第１次募集は９月、第２次募集

７入学者選抜の概要 

（１）入学者受入れの方針 

略 

 

（２）出願資格、入学者選抜の方法及び募集定員 

本研究科の入学者選抜は、出願資格として大学

院入学資格又は大学院入学資格を有することとな

る見込みの者とし、出願要件として「学内推薦」

「社会人」「留学生」「一般」の４区分を設ける。 

「学内推薦」は本学部を卒業見込みの者で所属

コース長が推薦した者、「社会人」は大学院入学

資格を有し且つ食や農に係る企業や団体等におけ

る実務経験（自営業も含む）を有する者、「留学

生」は大学院入学資格を有する日本国籍以外の者

で日本語能力試験Ｎ２合格またはそれと同等以上

の日本語能力を有する者、そして「一般」は大学

院入学資格を有し前述の３区分に該当しない者を

対象とする。 

 

 

「学内推薦」による合否判定は出願書類評価及

び面接試験の結果を、そして「社会人」「留学

生」「一般」による合否判定は出願書類評価及び

小論文試験、面接試験の結果を総合して判定す

る。なお合否の判定は、研究科教授会が委任する

代議員会「大学院入試合否判定会議」が行い、審

議した合否結果を学長に上申し、学長が入学を決

定する。 

入学者選抜は第１次募集から第３次募集までの

計３回を予定し、第１次募集は９月、第２次募集
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は 12 月、第３次募集は２月に実施する。なお本

研究科の入学定員は６名と少数であるため、第３

次募集の実施については、第１次募集及び第２次

募集までで合格者が入学定員に達した場合、第３

次募集は行わないこととする。なおその旨は予め

学生募集要項に明示し、入学志願者に理解を求め

た上で入学者選抜を実施する。 

 なお留学生の受け入れに際し、出願時には事務

局入試広報部において「留学生」の出願要件に定

める日本語能力（日本語能力試験Ｎ２合格または

それと同等以上の日本語能力）を有しているか否

かを確認する。また、日本語能力は出願書類や面

接試験においても、本研究科での教育及び研究に

適う日本語能力を有しているか確認する。また学

費の支弁能力についても、同じく入試広報部にお

いて「経費支弁説明書」を提出させ、直近１年間

の経費支弁者からの仕送り等について、その事実

を証明する書類（送金証明書等）と共に確認す

る。また、入学後の経費支弁の計画についても併

せて確認する。入学手続時には、本学在学中にか

かる学費および生活費について十分に準備されて

いることを証明する書類（経費支弁者の在職証明

書や収入証明書等）の提出を求め、その内容を確

認する。そして入学後は「外国人留学生の適切な

受入れ及び在籍管理の徹底等について（通知）」

に基づく適切な在籍管理を行うと共に、個々の状

況に応じて必要な支援・指導を行い留学生の修学

を支援する。 

また本研究科では意欲の高い優秀な人材に対

し、入学金の全額及び授業料・施設設備金の半額

を免除する「新潟食料農業大学大学院修士課程特

待生制度」を設ける。特待生は出願区分によら

ず、「学内推薦」「社会人」「留学生」「一般」の４

区分の受験者から選考し、特待生の選考基準を満

たすとされた者について先述の減免を行うことと

する。 

は 12 月、第３次募集は２月に実施する。なお本

研究科の入学定員は６名と少数であるため、第３

次募集の実施については、第１次募集及び第２次

募集までで合格者が入学定員に達した場合、第３

次募集は行わないこととする。なおその旨は予め

学生募集要項に明示し、入学志願者に理解を求め

た上で入学者選抜を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また本研究科では意欲の高い優秀な人材に対

し、入学金の全額及び授業料・施設設備金の半額

を免除する「新潟食料農業大学大学院修士課程特

待生制度」を設ける。特待生は出願区分によら

ず、「学内推薦」「社会人」「留学生」「一般」の４

区分の受験者から選考し、特待生の選考基準を満

たすとされた者について先述の減免を行うことと

する。 
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選考基準は、「本大学院への入学意思が明確

で、特待生に採用された場合、入学が確約できる

者」を共通条件とし、極めて高い実績や専門技術

を有する者（業務経験や論文実績、学会発表実績

など）あるいは大学卒業時のＧＰＡが２.５以上の

者とする。ただし、長期履修生は対象外とする。

この特待生の対象上限人数は入学定員と同数の６

人とし、第１次募集から順次選考を行い、定員に

達し次第締め切ることとする。 

なお本学部では、地域に開いた大学として地域

住民の学びの要望に応えること、地域及び食料・

農業分野の関連企業や行政機関等との社会連携を

推進し、食と農に関する産業の発展に寄与するこ

とを目的とし、「研究生」「科目等履修生」「聴講

生」の受け入れを行っている。よって本研究科で

もその趣旨に倣い、正課生以外に「研究生」「科

目等履修生」「聴講生」を受け入れることとす

る。それぞれの定員は若干名とし、教育・研究に

支障の無い場合に限り、選考のうえ、研究科教授

会の議を経て学長が入学を許可することができる

ものとする。なお本大学院学則第４３条に基づ

き、本研究科の研究生、科目等履修生、聴講生に

関する規則は別に定めることとする。 

（【資料９-１】 

新潟食料農業大学大学院 研究生規程（案） 

【資料９-２】 

新潟食料農業大学大学院 科目等履修生規程 

（案） 

【資料９-３】 

新潟食料農業大学大学院 聴講生規程（案）） 

 

選考基準は、「本大学院への入学意思が明確

で、特待生に採用された場合、入学が確約できる

者」を共通条件とし、極めて高い実績や専門技術

を有する者（業務経験や論文実績、学会発表実績

など）あるいは大学卒業時のＧＰＡが２.５以上の

者とする。ただし、長期履修生は対象外とする。

この特待生の対象上限人数は入学定員と同数の６

人とし、第１次募集から順次選考を行い、定員に

達し次第締め切ることとする。 

なお本学部では、地域に開いた大学として地域

住民の学びの要望に応えること、地域及び食料・

農業分野の関連企業や行政機関等との社会連携を

推進し、食と農に関する産業の発展に寄与するこ

とを目的とし、「研究生」「科目等履修生」「聴講

生」の受け入れを行っている。よって本研究科で

もその趣旨に倣い、正課生以外に「研究生」「科

目等履修生」「聴講生」を受け入れることとす

る。それぞれの定員は若干名とし、教育・研究に

支障の無い場合に限り、選考のうえ、研究科教授

会の議を経て学長が入学を許可することができる

ものとする。なお本大学院学則第４３条に基づ

き、本研究科の研究生、科目等履修生、聴講生に

関する規則は別に定めることとする。 

（【資料９-１】 

新潟食料農業大学大学院 研究生規程（案） 

【資料９-２】 

新潟食料農業大学大学院 科目等履修生規程 

（案） 

【資料９-３】 

新潟食料農業大学大学院 聴講生規程（案）） 
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（改善事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
（対応） 
「設置の趣旨等を記載した書類」の記載項目として「大学院，研究科等の設置の場合」

には、「大学，学部，学科等の設置の場合」と異なり「社会的・職業的自立に関する指導

等及び体制」がなかったため記載しなかったが、修了後に就職を希望する大学院生につい

ても学部生同様、本学の社会連携推進委員会および社会連携推進課が協働し、研究指導教

員と連携しながら個別にきめ細かな指導を行い、希望の進路の実現に向けて支援する想定

としており、その旨を「設置の趣旨等を記載した書類」の５ 教育方法、履修指導、研究

指導の方法及び修了要件に、新たに（８）として「社会的・職業的自立に関する指導及び

学生支援等」を項目として加え、そこでその他の学生支援と共に明確に説明する。 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（14 ページ） 
 

新 旧 
５ 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修

了要件 

（１）教育方法 

（２）履修指導方法 

（３）研究指導方法 

（４）履修及び研究指導スケジュール 

（５）審査体制及び審査基準、学位論文公表の方

法 

（６）研究倫理審査体制 

（７）修了要件 

※上記（１）～（７）；記載省略 

（８）社会的・職業的自立に関する指導及び学生

支援等 

 新潟食料農業大学キャリアセンターでは、大学

院設置に伴い本研究科のキャリア形成と就職指導

を円滑に推進し、進路決定を支援するため以下の

５ 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修

了要件 

（１）教育方法 

（２）履修指導方法 

（３）研究指導方法 

（４）履修及び研究指導スケジュール 

（５）審査体制及び審査基準、学位論文公表の方

法 

（６）研究倫理審査体制 

（７）修了要件 

※上記（１）～（７）；記載省略 

 

 

 

１０．例えば、就職支援など、本研究科の学生に対する支援体制が不明確なため、明確

に説明すること。 
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活動を計画する。 

・進路希望調査 

目的 

学生の進路希望を知ることにより、適切なキ

ャリア指導に活用する。また、求人開拓のた

めの資料とする。 

時期 

１回目 大学院１年次６～７月 

２回目 大学院１年次 11 月～１月 

・キャリア面談 

目的 

学生の進路希望を知ることにより、適切なキ

ャリア指導に活用する。また、求人開拓のた

めの資料とする。 

時期 

全員面談 大学院１年次８月～９月 

個別面談 必要に応じ随時 

内容 

全員面談では、１回目の進路希望調査を受

け、面談を行う。個別面談では、必要に応じ

て個別に面談を行う。 

・就職活動支援 

目的 

就職活動に際し、様々な支援を提供し、内定

獲得を円滑に進める。 

時期 

希望により随時 

内容 

進路相談、各種就職書類作成支援、筆記試験

指導、面接試験指導 他 

・研究職支援 

目的 

研究職を希望する学生に対し、研究指導教員

と連携を行いながら希望する職業への就職や

他大学の博士課程進学を支援する。 
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時期 

希望により随時 

内容 

当該分野の教員と連携し研究職への就職に関

するアドバイス等を行う。また希望研究分野

の求人開拓を行う。 

 

このほか、学部生を対象に開催する就職活動支

援セミナーや職種研究セミナー等の各種セミナー

や企業説明会等への大学院生の参加も可とし、自

身が希望する進路の実現に向け、積極的に情報収

集等を行うよう指導する。 

 

また入学後は学部生同様、事務局学務課職員よ

り履修等の相談のほか、学生生活に関する相談・

支援や心身の健康維持のため学生相談室（医務職

員による健康相談、臨床心理士による心理相談）

を中心に、必要に応じ研究指導教員や医療機関等

とも連携しながら支援にあたる。 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
審査意見に従い、「設置の趣旨等を記載した書類」において公表する情報として挙げた

項目に、学位論文に係る評価の基準についても適切に公表する記載を追加する。 
なお公表内容については、「設置の趣旨等を記載した書類」の「５ 教育方法、履修指

導、研究指導の方法及び修了要件（５）審査体制及び審査基準、学位論文公表の方法」に

記載した内容とする。 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（30 ページ） 
 

新 旧 
13 情報の公表 

本学は学則第５条に基づき、教育研究活動等の

状況について本学ホームページや刊行物への掲載

等、積極的に外部に対して情報を公表している。

情報の公表については、入試・広報委員会が定め

る広報の基本方針や基本計画、ホームページの管

理及び運用方法等に基づき、各種媒体を活用し広

く周知できる方法により実施している。公表する

主な項目は、以下のとおりとする。 

・大学の教育研究上の目的に関すること 

（建学の精神や大学及び学部学科の目的、 

教育方針等） 

・教育研究上の基本組織に関すること 

（学部学科名称や定員数等） 

・教員組織、教員の数並びに各教員が有する学

位及び業績に関すること 

・入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、

収容定員及び在学する学生の数、卒業または

13 情報の公表 

本学は学則第５条に基づき、教育研究活動等の

状況について本学ホームページや刊行物への掲載

等、積極的に外部に対して情報を公表している。

情報の公表については、入試・広報委員会が定め

る広報の基本方針や基本計画、ホームページの管

理及び運用方法等に基づき、各種媒体を活用し広

く周知できる方法により実施している。公表する

主な項目は、以下のとおりとする。 

・大学の教育研究上の目的に関すること 

（建学の精神や大学及び学部学科の目的、 

教育方針等） 

・教育研究上の基本組織に関すること 

（学部学科名称や定員数等） 

・教員組織、教員の数並びに各教員が有する学

位及び業績に関すること 

・入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、

収容定員及び在学する学生の数、卒業または

１１．公表する情報として挙げられている項目に、学校教育法施行規則第百七十二条の

二第三項に規定されている学位論文に係る評価に当たっての基準についての情報がな

いことから、適切に公表すること。 
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修了した者の数並びに進学者数及び就職者数

その他進学及び就職等の状況に関すること 

・授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の

授業の計画に関すること 

（教育課程の体系や科目一覧等） 

・学修の成果に係る評価及び卒業または修了の

認定に当たっての基準に関すること 

（卒業要件や取得可能な学位等） 

・校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の

教育研究環境に関すること 

（校地・校舎・設備の概況や学習環境、 

交通手段等） 

・授業料、入学料その他の大学が徴収する費用

に関すること 

・大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の

健康等に係る支援に関すること 

（奨学金制度や就職指導体制等） 

・その他（社会連携に関すること、自己点検・

評価の結果に関すること等） 

本大学院においても大学院学則第３条に 

（情報の提供） 

第３条 本大学院は、本大学院の教育研究活動

等の状況について、刊行物等への掲載その他

広く周知できる方法により、積極的に外部に

対して情報を提供する。 

と定めており、大学院開設後はこれに則り、大学

院に係る情報の積極的な発信に努めることとす

る。 

なお、学校教育法施行規則第１７２条の２第３

項に規定されている学位論文に係る評価に当たっ

ての基準についても、「５ 教育方法、履修指導、研

究指導の方法及び修了要件（５）審査体制及び審査

基準、学位論文公表の方法」の記載内容に基づき、

適切に公表する。 

 

修了した者の数並びに進学者数及び就職者数

その他進学及び就職等の状況に関すること 

・授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の

授業の計画に関すること 

（教育課程の体系や科目一覧等） 

・学修の成果に係る評価及び卒業または修了の

認定に当たっての基準に関すること 

（卒業要件や取得可能な学位等） 

・校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の

教育研究環境に関すること 

（校地・校舎・設備の概況や学習環境、 

交通手段等） 

・授業料、入学料その他の大学が徴収する費用

に関すること 

・大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の

健康等に係る支援に関すること 

（奨学金制度や就職指導体制等） 

・その他（社会連携に関すること、自己点検・

評価の結果に関すること等） 

本大学院においても大学院学則第３条に 

（情報の提供） 

第３条 本大学院は、本大学院の教育研究活動

等の状況について、刊行物等への掲載その他

広く周知できる方法により、積極的に外部に

対して情報を提供する。 

と定めており、大学院開設後はこれに則り、大学

院に係る情報の積極的な発信に努めることとす

る。 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
本大学院設置認可申請時に提示した本学の学部生及び本学が属する NSG グループの専

門学校生を対象としたアンケート調査は、「学生の確保の見通し等を記載した書類」に記

載したとおり、2020 年９月に Web アンケート（Microsoft Forms）により実施した。そ

の際の Web アンケートの冒頭にはアンケートの目的を明記し、この趣旨を理解頂いた上で

回答を得ている。また専門学校生を対象としたアンケートでは、同じく Web アンケートの

冒頭でアンケートの目的とあわせ、専門学校から大学院への入学については各大学院が定

める個別の入学資格審査によって認められかつ 22 歳に達すると入学資格を得ることがで

きる旨も明記し、大学院への入学に際し誤解を与えないよう配慮した上で実施している。                 
【添付資料 5】進学ニーズアンケート冒頭画面 

 なおこのアンケートの実施時には、本大学院の設置構想を示した資料を提示している。 
【添付資料 6】2020 年 9 月アンケート時提示／新潟食料農業大学大学院設置構想資料 

 
 先述のとおりこのアンケートは 2020 年９月に実施しているため、その構想資料もその

当時の構想内容ではあるが、本研究科の目的を表す表現（語句）や授業科目の名称等その

一部に申請内容との齟齬が存在するものの、その趣旨や目的、開設時期、教育課程、学費

金額等といった基本的な計画内容に相違は生じておらぬため、進学ニーズ調査として十分

に有効な回答であると判断することができる。 
これらのアンケートを総合した集計結果については、本文に記載した〔表１〕で示して

いるとおり、入学の意向を示した回答者数は進学時期（アンケート実施時（2020 年度）の

学生が研究科へ入学する年度）ごとに以下のとおりの結果が得られている。 

2022 年度（研究科設置初年度） 9 名 

2023 年度（研究科設置 2 年目） 6 名 

2024 年度（研究科設置 3 年目） 17 名 

１２．学生確保の見通しについて、本学の学部生及び本学が属する NSG グループの専

門学校生を対象としたアンケート調査の結果をもって説明しているが、進学時期が不

明確なことに加えて、本研究科への入学資格を有し、受入れを想定する者に対する入

学意向を適切に示したものか疑義がある。また、実質的には学内のニーズのみの説明

となっており、本研究科に対する学外からの入学意向の有無も不明確である。このた

め、本研究科が社会人等の受入れも想定していることを踏まえ、学内外における本研

究科への入学ニーズに係る客観的な根拠を明らかにした上で、改めて長期的かつ安定

的な学生確保の見通しがあることを明確に説明すること。 
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このうち、専門学校生は、本研究科の入学資格審査を経た上で、22 歳に達した年齢にな

ると入学できるため、当該の専門学校の学生の入学意向は 2023 年度からとしている。 
 
なお今回、「実質的には学内のニーズのみの説明となっており、本研究科に対する学外

からの入学意向の有無も不明確である。」との審査意見に従い、新たに新潟県内の食・農

系企業に勤める社会人を対象に、本研究科の広報活動のため作製したリーフレットを提示

し、本研究科への進学ニーズ調査を実施した。本調査の概要は以下のとおりである。 
【添付資料 7】新潟食料農業大学大学院食料産業学研究科リーフレット 

調査対象；新潟県内の企業に勤める社会人 
調査方法；郵送調査 
依 頼 数；1,745 名（349 企業）※１企業あたり、5 枚の調査票を送付 
有効回収数；90 人 
有効回収率；5.2％ 
調査時期；2021 年６月４日（金）～2021 年６月 13 日（日） 
調査実施機関；株式会社 進研アド 

 この調査の詳細は添付資料のとおりであるが、この結果、本研究科に「入学したいと思

う」と回答した者は 13 人であり、その入学希望時期は以下のとおりとなっている。 

2022 年度（研究科設置初年度） 4 名 

2023 年度（研究科設置 2 年目） 4 名 

2024 年度（研究科設置 3 年目） 5 名 

【添付資料 8】新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科食料産業学専攻 
             （修士課程）」（仮称）設置に関するニーズ調査結果報告書 

【社会人対象調査】 
 
この社会人の進学ニーズと、先述した本学学部生及び本学が属する NSG グループの専

門学校生の進学ニーズをあわせると、その合計人数は 

入学希望年度 学生 社会人 合計 

2022 年度（研究科設置初年度） 9 名 4 名 13 名 

2023 年度（研究科設置 2 年目） 6 名 4 名 10 名 

2024 年度（研究科設置 3 年目） 17 名 5 名 22 名 

となり、この結果より本研究科は、入学定員６名を長期的かつ安定的に学生を確保する見

通しがあると判断することができる。 
以上を踏まえて、「学生の確保の見通し等を記載した書類」におけるアンケート調査の

実施内容と追加実施した社会人を対象としたアンケートの説明を追加する。 
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（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（３ページ） 
 

新 旧 
１. 学生の確保の見通し及び申請者としての取組

状況 

１）学生の確保の見通し 

（１）定員充足の見込み 

２）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

（１）農業系大学院全体の学生確保の状況 

（ここまで記載省略） 

（２）進学需要アンケートの結果 

①本学在学生を対象としたアンケート 

先述のとおり、本大学院の主とする受入学生像

は本学出身者および他大学の食・農系学部出身者

であり、中でも本学出身者を特に主として考えて

いる。 

よって本大学院設置にあたり、入学希望者の見

込みを客観的に把握するため、入学学生の主と想

定する本学の在学生に対して 2020 年９月 16 日～

27 日までの間、アンケートを実施した。回答依頼

対象は１・２・３年生の在学生全員 389 名（当時）

とし、学内メールから所定の URL にアクセスして

回答する Web アンケート（Microsoft Forms）に

より実施した。なおこのアンケートの実施時には、

【資料３】に示すとおり本大学院の設置構想をま

とめた資料を提示し、回答にあたってはその資料

を読んで本大学院の目的や教育課程の特色等につ

いて理解した上で回答するよう要請し実施してい

る。 

 この結果、81 名の学生（３年生：25 名、２年生：

21 名、１年生：35 名）から回答を得た（回答率

20.8％）。 

そしてその詳細結果を【資料４】に示した。 

質問３の卒業後の進路希望に対しては回答時点

で「大学院進学」と回答したのは６名（7.4％、３

年生：２名、２年生：１名、１年生：３名）であっ

１. 学生の確保の見通し及び申請者としての取組

状況 

１）学生の確保の見通し 

（１）定員充足の見込み 

２）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

（１）農業系大学院全体の学生確保の状況 

（ここまで記載省略） 

（２）進学需要アンケートの結果 
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回答する Web アンケート（Microsoft Forms）に
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この結果を【資料３】に示した。 

質問３の卒業後の進路希望に対しては回答時点

で「大学院進学」と回答したのは６名（7.4％、３

年生：２名、２年生：１名、１年生：３名）であっ
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た。なお「企業への就職」と回答した者が 46 名

（56.8％）と最も多い回答であったが、この設問で

は「最も近いものを１つ」選んで回答するものであ

ったことから、「企業への就職」が最多の回答とな

った。 

質問６の本大学院の全体構想に対する興味・関

心については、「大変関心がある」と回答した者が

12 名（14.9％、３年生：１名、２年生：２名、１

年生：９名）、「ある程度関心がある」と回答した者

が 45 名（55.6％、３年生：12 名、２年生：12 名、

１年生：21 名）であり、計 57 名（70.4％、３年生：

13 名、２年生：14 名、１年生：30 名）が全体構想

に興味・関心を示した。 

質問７の本大学院への受験意向の有無について

は、「受験したい」と「受験先の一つとして考える」

が計 44 名（54.3％、３年生：12 名、２年生：11

名、１年生：21 名）と回答し、半数以上が受験意

向を示した。 

質問８の本大学院への入学意向の有無について

は、「入学したい」が 30 名（37.0％、３年生：10

名、２年生：５名、１年生：15 名）となった。こ

の回答と、質問６及び質問７の回答との関係性に

おいては、３年生１名が質問６で「あまり関心がな

い」、かつ質問７で「受験先の１つとして考える」

と回答した上で、質問８で「入学したい」と回答し

ているため、後述ウ）のまとめの分析においては入

学希望者から除外した。他の 29 名（35.8％、３年

生：９名、２年生：５名、１年生：15 名）は質問

６では「大変関心がある」または「ある程度関心が

ある」と回答した関心層であり、質問７では「受験

したい」または「受験先の一つとして考える」と回

答した上で質問８で「入学したい」と回答してお

り、回答動向に整合性が見られた。 

質問３においては、この設問では「最も近い進路

を１つ」選ぶこととなっており、「大学院進学」と
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ているため、後述ウ）のまとめの分析においては入

学希望者から除外した。他の 29 名（35.8％、３年
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を１つ」選ぶこととなっており、「大学院進学」と

回答したのは各学年１～３名であったが、このア
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ンケート実施により、本大学院の設置構想が公表

され、学生にとっては在学している大学の大学院

進学という選択肢が新たに１つ増えたこととな

る。 

本大学院においては、特色ある「食料産業学」を

学部から継続・発展して学修・研究することができ

るため、設置計画を在学生に対して積極的に情報

提供・広報することにより、学生が就職活動と並行

しながら本大学院への受験・入学意向が増えるこ

とが期待できる。したがって、アンケート結果及び

今後の学内広報により、本学在学生を本大学院の

主たる入学者として、毎年度継続的に入学定員を

確保できるものと見込まれる。 

 

②補足的アンケート（グループ内専門学校学生を

対象としたアンケート） 

上記①と同様、本学が属する NSG グループの一

員であり、本学と類似の学問分野として教授して

いる新潟農業・バイオ専門学校の学生を対象とし

て 2020 年９月 23 日～27 日までの間、アンケート

を補足的に実施した。回答依頼対象は専門学校全

７学科の在学生全員（127 名）とし、学内メールか

ら所定の URL にアクセスして回答する Web アン

ケート（Microsoft Forms）より実施した。このア

ンケートの実施時にも、【資料３】に示すとおり本

大学院の設置構想をまとめた資料を提示し、回答

にあたってはその資料を読んで本大学院の目的や

教育課程の特色等について理解した上で回答する

よう要請し実施している。なお専門学校から大学

院への入学については各大学院が定める個別の入

学資格審査によって認められかつ22歳に達すると

入学資格を得ることができる旨も明記し、大学院

への入学に際し誤解を与えないよう配慮した上で

実施している。 

この結果、46 名の学生（36.2％）から回答を得

られた。 

ンケート実施により、本大学院の設置構想が公表

され、学生にとっては在学している大学の大学院

進学という選択肢が新たに１つ増えたこととな

る。 
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学部から継続・発展して学修・研究することができ
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提供・広報することにより、学生が就職活動と並行

しながら本大学院への受験・入学意向が増えるこ

とが期待できる。したがって、アンケート結果及び

今後の学内広報により、本学在学生を本大学院の

主たる入学者として、毎年度継続的に入学定員を

確保できるものと見込まれる。 
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員であり、本学と類似の学問分野として教授して
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て 2020 年９月 23 日～27 日までの間、アンケート
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ら所定の URL にアクセスして回答する Web アン
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この結果、46 名の学生（36.2％）から回答を得

られた。 
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この専門学校には、２年制学科と大学併修の４

年制学科が併存している。４年制学科は学校教育

法施行規則第 155 条第１項第５号により、すでに

文部科学大臣の告示で入学資格を有し、設置初年

度から本大学院の入学対象者となり得る。一方２

年制学科は総授業時間がいずれも 1,700 時間以上

（専門士の称号付与）であり、卒業生は同条第１項

第８号により、本大学院が行う入学資格審査で認

められかつ 22 歳に達していれば入学が可能とな

る。したがって、本大学院設置２年目以降の入学対

象者として考えられる。 

この結果を【資料５】で示した。 

質問７の本大学院の全体構想に対する興味・関

心については「ある程度関心がある」、かつ質問８

の受験意向の有無について「受験先の１つとして

考える」、かつ質問９の入学以降の有無について

「入学したい」と、一連の回答に整合性が保たれる

入学意向者は３名（6.5％、２年制学科の２年生：

１名、２年制学科の１年生：１名、４年制学科の１

年生：１名）であった。後述の③において、これら

の３名を順にＡ、Ｂ、Ｃと記して分析をまとめる。 

この他に、質問９において「入学したい」と回答

した者が３名いたが、質問８の受験意向の回答と

の間で整合性が取れないため、分析における入学

希望者から除外した。 

 

③学生アンケート結果のまとめ 

上述の①・②の結果から、本大学院への入学者確

保の見通しについて、次の［表１］のように整理し

た。 

この専門学校には、２年制学科と大学併修の４

年制学科が併存している。４年制学科は学校教育

法施行規則第 155 条第１項第５号により、すでに

文部科学大臣の告示で入学資格を有し、設置初年

度から本大学院の入学対象者となり得る。一方２

年制学科は総授業時間がいずれも 1,700 時間以上

（専門士の称号付与）であり、卒業生は同条第１項

第８号により、本大学院が行う入学資格審査で認

められかつ 22 歳に達していれば入学が可能とな

る。したがって、本大学院設置２年目以降の入学対

象者として考えられる。 

この結果を【資料４】で示した。 

質問７の本大学院の全体構想に対する興味・関

心については「ある程度関心がある」、かつ質問８

の受験意向の有無について「受験先の１つとして

考える」、かつ質問９の入学以降の有無について

「入学したい」と、一連の回答に整合性が保たれる

入学意向者は３名（6.5％、２年制学科の２年生：

１名、２年制学科の１年生：１名、４年制学科の１

年生：１名）であった。後述の③において、これら

の３名を順にＡ、Ｂ、Ｃと記して分析をまとめる。 

この他に、質問９において「入学したい」と回答

した者が３名いたが、質問８の受験意向の回答と

の間で整合性が取れないため、分析における入学

希望者から除外した。 

 

③まとめ 

上述の①・②の結果から、本大学院への入学者確

保の見通しについて、次の［表１］のように整理し

た。 
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分析においては、アンケート実施時の本学１年

生～３年生及び新潟農業・バイオ専門学校の学生

のうち、一連の回答において整合性の取れている

ものだけを「入学したい」の回答人数として計上し

た。この結果、入学の意向を示した進学時期ごと

に、2022 年度（設置初年度）には９名、2023 年度

（設置２年目）には計６名、2024 年度（設置３年

目）には計 17 名の受験・入学見込が得られ、年度

ごとに人数の大小は見られるものの、毎年度、入学

定員６名は確実に充足されることが見込まれた。

なお、専門学校生は、本研究科の入学資格審査を経

た上で、22 歳に達した年齢になると入学できるた

め、当該の専門学校の学生の入学意向は 2023 年度

からとしている。 

更に、大学時の成績優秀者や優れた専門的な実

績のある者は、入学金の免除及び学納金の軽減に

よる特待生制度の対象としており、初年度納付金

は国立大学とほぼ同等またはそれ以下の金額とな

る。この点も入学志望者に訴求しながら、本学なら

ではの「食料産業学」を学修・研究する意義を強調

し、修了後のキャリアビジョンを例示することに

より、受験意向を喚起していく。また当然のことな

がら、本大学院は本学及び当該専門学校以外も学

生募集対象としていることからも、本大学院は毎

年度、入学定員６名を堅実に確保できるものと判

断した。 

また本大学院では先述のとおり、社会人も受け

入れの対象としている。 

令和元年７月に新潟県農林水産部食品・流通課
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（設置３年目）には計 17 名の受験・入学見込が得

られ、年度ごとに人数の大小は見られるものの、毎

年度、入学定員６名は確実に充足されることが見

込まれた。 

 

 

 

 

更に、大学時の成績優秀者や優れた専門的な実

績のある者は、入学金の免除及び学納金の軽減に

よる特待生制度の対象としており、初年度納付金

は国立大学とほぼ同等またはそれ以下の金額とな

る。この点も入学志望者に訴求しながら、本学なら

ではの「食料産業学」を学修・研究する意義を強調

し、修了後のキャリアビジョンを例示することに

より、受験意向を喚起していく。また当然のことな

がら、本大学院は本学及び当該専門学校以外も学

生募集対象としていることからも、本大学院は毎

年度、入学定員６名を堅実に確保できるものと判

断した。 

また本大学院では先述のとおり、社会人も受け
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が発行した「新潟県食品産業動向調査」によると、

「収益向上に向けて今後取り組みたい項目」とい

う設問に対する回答は「商品開発及び改良」の回答

割合が 40.5％と最も高いが、その「商品開発や製

造技術開発における課題」という設問に対する回

答では、「技術者・研究者の確保」が 34.5％と最も

高い。この結果から、食品企業においても技術者・

研究者の需要は非常に高いため、外部からの人材

獲得とあわせ、各企業が本学大学院に社員を派遣

し、当該社員が本学大学院生として学び研究し、そ

こから得た知識・技術を企業へ還元することで、商

品開発や改良を実現し収益の改善に寄与すること

ができると思われる。また、大学院進学は、自身の

ステップアップ（昇給・昇格・転職等）にも結び付

くと考えられるため、そのような利点を食品企業

あるいは食品企業従業者に訴求することで、一定

の社会人学生の入学希望も想定され、学生確保も

可能になると考える。 

 

④社会人を対象としたアンケート 

 先述した①②は現在大学または専門学校に在籍

する学生を対象としたアンケートであったが、現

在社会で活躍する社会人からの進学ニーズを把握

するため、新潟県内の食・農系企業に勤める社会人

を対象に、アンケートを実施した。このアンケート

の概要は以下のとおりである。 

 

調査対象；新潟県内の企業に勤める社会人 

調査方法；郵送調査 

依 頼 数；1,745 名（349 企業） 

※１企業あたり、5 枚の調査票を送付 

有効回収数；90 人 

有効回収率；5.2％ 

調査時期；令和３年６月４日（金）～ 

令和３年６月 13 日（日） 

調査実施機関；株式会社 進研アド 
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なお本アンケートを郵送する際には、【資料６】

の本研究科の広報活動のため作製したリーフレッ

トを同封し、設置の趣旨や教育の特色、学費等、本

研究科の概要を理解した上での回答を依頼した。 

 この調査の詳細は【資料７】のとおりであるが、

本研究科に「入学したいと思う」と回答した者は 13

人であり、その入学希望時期は 

2022 年度（研究科設置初年度） 4 名 

2023 年度（研究科設置 2 年目） 4 名 

2024 年度（研究科設置 3 年目） 5 名 

となり、本研究科への入学について、社会人からも

一定のニーズがあることが確認できた。 

 

⑤総括 

 「③学生アンケート結果のまとめ」で示した本学

学部生及び新潟農業・バイオ専門学校学生からの

進学ニーズ、そして「④社会人を対象としたアンケ

ート」で示した社会人の進学ニーズを合わせると、

その合計した進学ニーズの状況は 

入学希望年度 学生 社会人 合計 

2022 年度 

（研究科設置初年度） 
9 名 4 名 13 名 

2023 年度 

（研究科設置 2 年目） 
6 名 4 名 10 名 

2024 年度 

（研究科設置 3 年目） 
17 名 5 名 22 名 

となった。 

 よってこの結果より、本研究科への主たる受入

学生と考えている本学出身者および他大学の食・

農学系学部出身者だけでなく、農学系専門学校生、

そして社会人からも一定の進学ニーズが存在する

ことがわかった。 

したがって、本研究科は入学定員６名を長期的

かつ安定的に学生を確保できるものと判断するこ

とができる。 
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（是正事項）食料産業学研究科 食料産業学専攻（M） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（対応） 
 本大学院設置認可申請に際して実施した食・農関係の事業所に対する人材需要アンケー

ト調査は、「学生の確保の見通し等を記載した書類」に記載したとおり、2020 年９月に郵

送にて実施した（回答はＦＡＸにて受付）。このアンケートの実施時には、「学生の確保の

見通し等を記載した書類」に記載したとおり、依頼文、アンケート用紙及び設置構想資料

を郵送して行っており、ここで提示した設置構想資料は、審査意見 12 の進学ニーズアン

ケート調査で使用したものと同じ設置構想資料であり、本大学院における教育研究の特色

や養成する人材等の情報を明示している。 
【添付資料 6】新潟食料農業大学大学院設置構想資料 

 
審査意見 12 への対応でも述べているとおり、このアンケートは 2020 年９月に実施して

いるためその構想資料もその当時の構想内容ではあるが、本研究科の目的を表す表現（語

句）や授業科目の名称等その一部に申請内容との齟齬が存在するものの、その趣旨や目

的、教育課程、学費金額等といった基本的な計画内容に相違は生じておらぬため、本研究

科修了生の社会的ニーズ調査として十分に有効な回答であると判断することができる。 
 
 また指摘のとおり、本アンケートの問３「人材採用の区分」では確かに「大学卒業者と

大学院修了者の区分はない」との回答が全体の９割を超えているものの、本研究科に対す

る設問となる、問７「全体構想に対する関心」において本研究科に大変関心がある及びあ

る程度関心があるとの回答は合計 37 件・64.9％を占めており、その上で問８－Ａ「修了

者に対する採用意向」でも、ぜひ採用したい及び採用したいとの回答は合計 37 件・

64.9％に及んでいる。なお本文の表２で示しているとおり、そこから無関心層の回答を除

外し整合性を有する回答のみを集計し精査しても 31.5 人の採用見込人数が示されており、

本研究科修了者に対する社会的需要が存在することは明確であると考える。 

１３．本研究科で養成する人材に対する社会的需要について、食・農関係の事業所に対

するアンケート調査の結果をもって説明しているが、当該アンケート調査がどのよう

な情報を元になされたものか判然とせず、本研究科における教育研究の特色や養成す

る人材に係る適切な情報提供を前提として適切に実施されたものか判断できない。ま

た、同アンケート調査の人材採用区分に係る設問に対する回答では、「大学卒業者と大

学院修了者の区分はない」との回答が全体の９割を超えているなど、本アンケート調

査の結果が、真（しん）に本研究科で養成する人材に対するニーズを示すものとは認

められない。このため、改めて客観的な根拠を示した上で、適切な分析に基づき、本

研究科が養成する人材の社会的需要があることを明確に説明すること。 
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また今回、「改めて客観的な根拠を示した上で、適切な分析に基づき、本研究科が養成

する人材の社会的需要があることを明確に説明すること。」との審査意見に従い、新たに

新潟県内の食・農系企業・団体等のうち、本研究科への通学可能圏内と思われる地域（新

潟県下越地域）に存在する企業・団体等 30 社に対して、社員採用の際の区分と本研究科

の養成する人材、修了者の採用意向について電話アンケートを実施した（本研究科の設置

の趣旨や教育課程の特色等を記載したリーフレット事前郵送）。本調査の概要は以下のと

おりである。 
【添付資料 7】新潟食料農業大学大学院食料産業学研究科リーフレット 

 
調査対象；新潟県下越地域の食・農系企業・団体等 
調査方法；電話調査（人事・採用担当部署または担当者） 
依 頼 数；30 社（審査意見 12 への対応にて調査を依頼した事業者から 30 社を抽出） 
有効回答数；30 社（有効回答率；100.0％） 
調査時期；2021 年６月７日（月）～2021 年６月８日（火） 
調査実施機関；新潟食料農業大学 事務局企画部 

 
この調査の詳細は添付資料のとおりであるが、この結果、本研究科の修了者を「ぜひ採

用したい」と回答した事業者は８社（26.7％）、「採用したい」と回答した事業者は 11 社

（36.7％）であり、両者を合計すると 19 社（63.3％）となった。 
【添付資料９】社会ニーズ電話アンケート調査結果 

 
 いずれの事業者も採用にあたり大学院卒・学部卒の区分は設けていないとのことであっ

たが、これは、「大卒以上という大きなくくりしかない」というような採用枠において区

分け設定がなく、大学院卒というだけで有利不利や区別はないということであり、ヒアリ

ングにおいては、本研究科の設置の趣旨や教育課程の特色等を事前郵送したリーフレット

および口頭での再伝達にて理解を得た上での回答であることから、本研究科で養成する人

材のニーズがあり、修了者の直接的な採用意向が見込まれると考えている。 
 
また今回の電話調査は本学に程近い下越地域のみでの調査であるが、新潟県内には食品

産業に係る事業者が数多く存在し、上越地域及び中越地域、佐渡地域と新潟県内全域を就

職先として捉えれば、本研究科が養成する人材の社会的需要は存在し、その採用意向数は

更に増加するものと考えることができる。 
 
このことから、本研究科が養成する人材に対する社会的需要は十分に存在し、修了後の

活躍の場は今後も継続的に・安定的に確保できるものと判断することができる。 
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（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（14 ページ） 
 

新 旧 
２．人材需要の動向等社会の要請 

１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上

の目的（概要） 

２）上記１）が社会的、地域的な人材需要の動向

等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

（１）食料産業を取り巻く社会的背景と課題 

（ここまで記載省略） 

 

（２）本大学院設置に係る人材需要アンケート 

本大学院の設置にあたり、本学が掲げた人材養

成の目的等が社会のニーズに適ったものかどうか

を把握するとともに、修了後の人材需要の見込み

を調査するため、食・農関係の事業所を対象とし

てアンケート調査を実施した。本学社会連携推進

室とこれまでに関係性のある、食・農に係る事業

所を 364 件抽出し、依頼文、アンケート用紙及び

設置構想資料を郵送した。回答期間は 2020 年９

月 18 日～９月 25 日までの間とし、本学宛てＦＡ

Ｘのみで回答を受け付け、計 57 事業所から回答

を得た（回収率 15.7％）。なおこのアンケートの

実施時には、【資料３】に示すとおり本大学院の

設置構想をまとめた資料を提示し、回答にあたっ

てはその資料を読んで本大学院の目的や教育課程

の特色等について理解した上で回答するよう要請

し実施している。 

そしてこのアンケートの結果を【資料 11】に示

した。回答した 57 事業所の属性は、問１の業種

では「食品製造・加工業」（16 件、28.1％）が最

も多く、これに「協同組合」「農林・水産業」が

同数（11 件、19.3％）で続いた。問２の所在県で

は、本大学院が立地する「新潟県」の事業所から

の回答がすべてを占めた。問３の人材採用区分で

は、「大学卒業者と大学院修了者の区分はない」

２．人材需要の動向等社会の要請 

１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上

の目的（概要） 

２）上記１）が社会的、地域的な人材需要の動向

等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

（１）食料産業を取り巻く社会的背景と課題 

（ここまで記載省略） 

 

（２）本大学院設置に係る人材需要アンケート 

本大学院の設置にあたり、本学が掲げた人材養

成の目的等が社会のニーズに適ったものかどうか

を把握するとともに、修了後の人材需要の見込み

を調査するため、食・農関係の事業所を対象とし

てアンケート調査を実施した。本学社会連携推進

室とこれまでに関係性のある、食・農に係る事業

所を 364 件抽出し、依頼文、アンケート用紙及び

設置構想資料を郵送した。回答期間は 2020 年９

月 18 日～９月 25 日までの間とし、本学宛てＦＡ

Ｘのみで回答を受け付け、計 57 事業所から回答

を得た（回収率 15.7％）。 

 

 

 

 

 

この結果を【資料８】に示した。回答した 57

事業所の属性は、問１の業種では「食品製造・加

工業」（16 件、28.1％）が最も多く、これに「協

同組合」「農林・水産業」が同数（11 件、

19.3％）で続いた。問２の所在県では、本大学院

が立地する「新潟県」の事業所からの回答がすべ

てを占めた。問３の人材採用区分では、「大学卒

業者と大学院修了者の区分はない」が 52 件
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が 52 件（91.2％）に達したが、これは回答した

事業所に大規模なものが少ないことに起因するも

のと思料される。 

問５の大学院修了者により重視する素養（複数

回答）については、「課題を設定して解決してい

く能力」（36 件）が最も多く挙げられた。本大学

院ではアグリ領域・フード領域・ビジネス領域の

選択科目を、学生自身で選択するカリキュラムで

ある。自身で課題を見つけ設定し、学び解決する

力を学生生活の中で身につけることにより、社会

で活躍出来る人材を輩出する本大学院の目的が、

社会的ニーズに適ったものであることが認められ

た。次いで「専門分野に関する深い知識」（30

件）となり、本大学院が養成する人材の社会的必

要性が認められる結果であった。更に「自身やプ

ロジェクトに対するマネジメント能力」（24 件）

と続いた。 

問６の本研究科の特色に対する興味・関心（複

数回答）については、「食の生産から消費までに

係る高度な専門性を修得し、フードチェーンを総

合的に理解できること」（31 件）が最も多く挙げ

られた。この点はまさに「食料産業学」を掲げる

本大学院の最大の特色であり、多くの事業所から

支持を得られた。次いで「地域・企業・行政等が

求める諸課題への参画」（30 件）、「新潟食料健康

研究機構（食品科学研究所）と連携した、食に関

する多様な実践的基礎・応用研究」（19 件）とな

り、食・農に係る実践のフィールドとして、各事

業所が本大学院や本学内の機構（研究所）との連

携により、課題解決や新たな商品開発に期待を寄

せているものと考えられる。 

問７の全体構想に対する関心については、「大

変関心がある」「ある程度関心がある」を合計し

た「関心層」が 37 件（64.9％）を占め、本大学

院の構想に対して期待が大きいことがわかった。 

問８－Ａの修了者に対する採用意向について

（91.2％）に達したが、これは回答した事業所に

大規模なものが少ないことに起因するものと思料

される。 

問５の大学院修了者により重視する素養（複数

回答）については、「課題を設定して解決してい

く能力」（36 件）が最も多く挙げられた。本大学

院ではアグリ領域・フード領域・ビジネス領域の

選択科目を、学生自身で選択するカリキュラムで

ある。自身で課題を見つけ設定し、学び解決する

力を学生生活の中で身につけることにより、社会

で活躍出来る人材を輩出する本大学院の目的が、

社会的ニーズに適ったものであることが認められ

た。次いで「専門分野に関する深い知識」（30

件）となり、本大学院が養成する人材の社会的必

要性が認められる結果であった。更に「自身やプ

ロジェクトに対するマネジメント能力」（24 件）

と続いた。 

問６の本研究科の特色に対する興味・関心（複

数回答）については、「食の生産から消費までに

係る高度な専門性を修得し、フードチェーンを総

合的に理解できること」（31 件）が最も多く挙げ

られた。この点はまさに「食料産業学」を掲げる

本大学院の最大の特色であり、多くの事業所から

支持を得られた。次いで「地域・企業・行政等が

求める諸課題への参画」（30 件）、「新潟食料健康

研究機構（食品科学研究所）と連携した、食に関

する多様な実践的基礎・応用研究」（19 件）とな

り、食・農に係る実践のフィールドとして、各事

業所が本大学院や本学内の機構（研究所）との連

携により、課題解決や新たな商品開発に期待を寄

せているものと考えられる。 

問７の全体構想に対する関心については、「大

変関心がある」「ある程度関心がある」を合計し

た「関心層」が 37 件（64.9％）を占め、本大学

院の構想に対して期待が大きいことがわかった。 

問８－Ａの修了者に対する採用意向について
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は、「ぜひ採用したい」「採用したい」を合計する

と 37 件（64.9％）に達した。そのうち、問８－

Ｂ－ア）の毎年度の採用見込人数は、「未記入」

（12 件）、「０-１人」（４件）、「１人」（11 件）、

「２人」（１件）、「３人」（２件）、「３-５人」（１

件）などの回答が記載されたが、このうち、問７

で「あまり関心がない」「全く関心がない」と回

答した「無関心層」の回答及び採用人数で「未

定・わからない」と記載された回答は慎重を期し

て除外した結果、下表のようになった。 

 

自由記載の採用人数 回答件数①
左記のうち

無関心層の件数②
精査後の回答件数

（①－②）
試算上の値③（※2）

採用見込人数
（①－②）×③　（人）

未記入 12 3 9 1 9

0-1人 4 1 3 0.5 1.5

1人 11 2 9 1 9

2人 1 1 0 ― ―

3人 2 0 2 3 6

3-5人 1 0 1 4 4

数名程度 1 0 1 2 2

未定・わからない 5 0 （※1） ― ―

採用見込人数　　計 31.5

※1　：　人数が特定できないことから、分析から除外した。

※2　：　太字斜字体 は試算上仮定した数値。「未記入」の1は採用する最小人数として置いた。「0-1人」の0.5、「3-5人」の4は、それぞれ中央値を用いた。

　　　　　「数名程度」の2は、複数人を採用する最小人数として置いた。

表２　　問８－Bーア）回答から精査した採用見込人数

 
 

採用見込人数の推計は、上表の網掛け箇所を対

象とした。この結果、問７の全体構想の「関心

層」で、かつ問８で「ぜひ採用したい」「採用し

たい」と回答した事業所のみを対象とした採用見

込人数は 31.5 人となった。また、自由記載欄に

は「経営能力の高い方の育成に期待します。従来

であれば生産能力が一番でしたが、今後経営とし

て農業を据えた時、筆頭は総合力であると思いま

す。」「食に対する総合的な見地を磨き、ビジネス

スタンスを超えたおもてなしを実現できる人材育

成に期待します。」といった本大学院の食・農・

ビジネスを一体的に学ぶ食料産業学において輩出

される人材を期待する声や、「新潟あるいは近県

の食品業界の繋がりのコアになると面白いと思い

ます。」といった他にはない本大学院の学びに関

心を示す意見が数多く寄せられている。 

は、「ぜひ採用したい」「採用したい」を合計する

と 37 件（64.9％）に達した。そのうち、問８－

Ｂ－ア）の毎年度の採用見込人数は、「未記入」

（12 件）、「０-１人」（４件）、「１人」（11 件）、

「２人」（１件）、「３人」（２件）、「３-５人」（１

件）などの回答が記載されたが、このうち、問７

で「あまり関心がない」「全く関心がない」と回

答した「無関心層」の回答及び採用人数で「未

定・わからない」と記載された回答は慎重を期し

て除外した結果、下表のようになった。 

 

自由記載の採用人数 回答件数①
左記のうち

無関心層の件数②
精査後の回答件数

（①－②）
試算上の値③（※2）

採用見込人数
（①－②）×③　（人）

未記入 12 3 9 1 9

0-1人 4 1 3 0.5 1.5

1人 11 2 9 1 9

2人 1 1 0 ― ―

3人 2 0 2 3 6

3-5人 1 0 1 4 4

数名程度 1 0 1 2 2

未定・わからない 5 0 （※1） ― ―

採用見込人数　　計 31.5

※1　：　人数が特定できないことから、分析から除外した。

※2　：　太字斜字体 は試算上仮定した数値。「未記入」の1は採用する最小人数として置いた。「0-1人」の0.5、「3-5人」の4は、それぞれ中央値を用いた。

　　　　　「数名程度」の2は、複数人を採用する最小人数として置いた。

表２　　問８－Bーア）回答から精査した採用見込人数

 
 

採用見込人数の推計は、上表の網掛け箇所を対

象とした。この結果、問７の全体構想の「関心

層」で、かつ問８で「ぜひ採用したい」「採用し

たい」と回答した事業所のみを対象とした採用見

込人数は 31.5 人となった。また、自由記載欄に

は「経営能力の高い方の育成に期待します。従来

であれば生産能力が一番でしたが、今後経営とし

て農業を据えた時、筆頭は総合力であると思いま

す。」「食に対する総合的な見地を磨き、ビジネス

スタンスを超えたおもてなしを実現できる人材育

成に期待します。」といった本大学院の食・農・

ビジネスを一体的に学ぶ食料産業学において輩出

される人材を期待する声や、「新潟あるいは近県

の食品業界の繋がりのコアになると面白いと思い

ます。」といった他にはない本大学院の学びに関

心を示す意見が数多く寄せられている。 
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また 2021 年６月、新たに新潟県内の食・農系

企業・団体等のうち、本研究科への通学可能圏内

と思われる地域（新潟県下越地域）に存在する企

業・団体等 30 社に対して、社員採用の際の区分

と本研究科の養成する人材、修了者の採用意向に

ついて電話アンケートを実施した（【資料６】の

本研究科の設置の趣旨や教育課程の特色等を記載

したリーフレットを事前に郵送）。本調査の概要

は以下のとおりである。 

 

調査対象 

新潟県下越地域の食・農系企業・団体等 

調査方法 

電話調査（人事・採用担当部署または担当者） 

依 頼 数 

30 社 

有効回答数 

30 社（有効回答率；100.0％） 

調査時期 

2021 年６月７日（月）～2021年６月８日

（火） 

調査実施機関 

新潟食料農業大学 事務局企画部 

 

この調査の詳細は【資料 12】のとおりである

が、この結果、本研究科の修了者を「ぜひ採用し

たい」と回答した事業者は８社（26.7％）、「採用

したい」と回答した事業者は 11 社（36.7％）で

あり、両者を合計すると 19 社（63.3％）となっ

た。 

いずれの事業者も採用にあたり大学院卒・学部

卒の区分は設けていないとのことであったが、こ

れは、「大卒以上という大きなくくりしかない」

というような採用枠において区分け設定がなく、

大学院卒というだけで有利不利や区別はないとい

うことであり、ヒアリングにおいては、本研究科
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の設置の趣旨や教育課程の特色等を事前郵送した

リーフレットおよび口頭での再伝達にて理解を得

た上での回答であることから、本研究科で養成す

る人材のニーズがあり、修了者の直接的な採用意

向が見込まれると考えている。 

また今回の電話調査は本学に程近い下越地域の

みでの調査であるが、新潟県内には食品産業に係

る事業者が数多く存在し、上越地域及び中越地

域、佐渡地域と新潟県内全域を就職先として捉え

れば、本研究科が養成する人材の社会的需要は存

在し、その採用意向数は更に増加するものと考え

ることができる。 

 

したがって、これらの調査分析から本大学院の

修了生に対する人材需要は、毎年度、本大学院の

入学定員６名を大きく上回る採用見込人数とな

り、修士課程においては進学を選択する院生、研

究者の道を選ぶ院生がそれぞれ一定の割合でいる

ことを勘案すると、この求人倍率はさらに高いも

のになる。なお、今回は本学社会連携推進室とこ

れまでに関係性のある事業所や本研究科への通学

可能圏内と思われる地域（新潟県下越地域）に存

在する企業・団体等に対して調査を実施したが、

実際の修了後の就職先としては、未接触の企業・

団体等もあることから、本調査における人数以上

の採用意向の見通しが期待できる。 

 

このことから、本大学院が養成する人材に対す

る社会的需要は十分に存在し、修了後の活躍の場

は今後も継続的に・安定的に確保できるものと判

断することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって、この調査分析から本大学院の修了

生に対する人材需要は、毎年度、本大学院の入学

定員６名を大きく上回る採用見込人数となり、修

士課程においては進学を選択する院生、研究者の

道を選ぶ院生がそれぞれ一定の割合でいることを

勘案すると、この求人倍率はさらに高いものにな

る。なお、今回は本学社会連携推進室とこれまで

に関係性のある、食・農に係る事業所を 364 件抽

出しアンケートを依頼しており、実際の修了後の

就職先としては、未接触の企業・団体等もあるこ

とから、本調査における人数以上の採用意向の見

通しが期待できる。 

 

 

このように、本大学院が輩出する社会的な人材

需要は、十分に存在することが示された。 

 

 

 
 

56



審査意見への対応を記載した書類（6 月） 

資料目次 

  【添付資料１】シラバス「食料産業学特論」・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  【添付資料２】新潟食料健康研究機構リーフレット・・・・・・・・・・・・・３

  【添付資料３】新規購入予定図書リスト・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  【添付資料４】データベース資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  【添付資料５】進学ニーズアンケート冒頭画面・・・・・・・・・・・・・・１９ 

  【添付資料６】2020 年 9 月アンケート時提示／新潟食料農業大学大学院設置構想

資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

  【添付資料７】新潟食料農業大学大学院食料産業学研究科リーフレット・・・２２ 

  【添付資料８】新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科食料産業学専攻 

（修士課程）」（仮称）設置に関するニーズ調査結果報告書・・・２４ 

【添付資料９】社会ニーズ電話アンケート調査結果・・・・・・・・・・・・４０ 

1



1 （中井）

2 アグリ分野(農業の現状）：概説 （伊藤）

3 アグリ分野(農業の現状と将来）：詳説 （伊藤）

4 アグリ分野(農業の現状と将来）：ディスカッション・とりまとめ （伊藤）

5 フード分野(食品産業の現状）：概説 （丸山）

6 フード分野(食品産業の現状と将来）：詳説 （丸山）

7 フード分野(食品産業の現状と将来）：ディスカッション・とりまとめ （丸山）

8 ビジネス分野（フードビジネスの現状）：概説 （金子）

9 ビジネス分野（フードビジネスの現状と将来）：詳説 （金子）

10 ビジネス分野（フードビジネスの現状と将来）：ディスカッション・とりまとめ （金子）

11 食料産業の現状：概説 （金子）

12 食料産業の現状と将来：詳説 （金子）

13 食料産業の現状と将来：ディスカッション・とりまとめ （丸山）

14 食料産業の現状と将来：有識者による講話・パネルディスカッション （丸山）

15 まとめ （伊藤）

科目名 食料産業学特論 担当教員
中井裕、伊藤豊彰、
丸山純一、金子孝一

対象年次 配当学期 単位数 対象 必選区分

教科書 講義資料を配布する。

1 前期 2 全員 必修

授業の概要

食料産業は、農業、畜産、水産、食品製造、食品加工、流通、販売、外食、資材供給、輸入および
その他関連する産業によって構成されている。食料産業学特論では、これらの各分野について、歴
史的・国際的な視点を持って、先端的知見を含め総合的、包括的、実践的な知識を習得し、その諸
課題を把握するとともに解決の方策を探求する能力を醸成する。
農を含んだ「食」に係る産業の栄枯盛衰には、それが存在する地域の位置や地形、気候、風土、文
化、産業など地域的な要因に関係深いことは自明であり、それらの地域性を踏まえた歴史的な視
点と、今般の社会的・経済的な情勢を踏まえた国際的な視点で食料産業を捉える能力を醸成し、地
域と国際社会の発展に貢献するために必要な能力等を涵養する。
（下記授業計画のうち、食料産業の現状や各分野の概説および詳説、食料産業の現状に関する授
業にて教授（1,2,3,5,6,8,9,11,12））
なおこうした観点から、「講義による必要な知識のインプット」、「有識者の経験と追体験する」ことな
どからなる、オムニバス形式の授業を実施する。

到達目標
食料産業を構成する各分野の総合的、包括的、実践的な知識を習得し、食料産業における諸課題
を把握する能力を醸成する。また、食料産業における諸課題の解決の方策を探求する能力を醸成
し、地域と国際社会の発展に貢献するために必要な能力等を修得する。

授業計画

評価方法 課題レポート（50%)、定期試験（50%）

生産現場から食卓に至る広範の産業によって構成されている
食料産業の現状について

参考書等
The Handbook of Organizational Economics.  Gibbons R & Roberts J. Princeton
University. 2012.

事前事後学習 事前に配布された資料を熟読する。事後、課題レポートを提出する。

備考
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研究課題に応える情報がここにある !
1

2

3
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〒107-8668　東京都港区赤坂7-6-1
（一社）農山漁村文化協会

普及局（電子出版）
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おもなコンテンツの内容

月刊『現代農業』
農家や農業関連業界ではすっかりおなじみの月刊誌『現代農業』。1985年1月号からの全記事（最新号
は発売後2ヶ月以内に公開）を収録しています。全国各地の農家の知恵とそれを裏付ける研究成果が
わかりやすい記事になっています。

『季刊地域』
農家、農村、農協、行政、ＮＰＯ、企業、そして地域に向かう市民を「共感」のもとに結び直す雑誌です。
「地域資源」「地エネ（地域・地元のエネルギー）」「農・農家」「農村の自給力」「農村の自治力」をテーマ
にお届けしています。

『農業技術大系』
農業技術の百科事典として定評がある農学研究成果と全国先進農家事例の集大成。土壌施肥編、野
菜編、作物編、果樹編、花卉編、畜産編の6シリーズすべての記事を収めています。各編とも毎年1回最
新情報を追加。

『病害虫防除総覧』 130作物、1500病害虫の診断法と防除法を詳述。安全・安心の生産確立に向けて、的確に農薬を効か
せる技術はもとより、農薬に頼らない防除法にも重点を置いています。

『日本の食生活全集』 全国300地域、5000人のお年寄りから取材した、地域に根ざした食事の記録。昭和初期の日本の食と
暮らしを再現したデータベースになっています。52000種類の料理、15000枚のカラー画像を収録。

『日本農書全集』
持続的農業と循環型社会の原像＝江戸期庶民の生活世界を記した農書を全国から300点余を発掘し
ました。郷土の貴重な文化遺産が正確な原文と流麗な現代語訳で読めます。研究者による解題も加
わっています。

『食品加工総覧』
各地の試験研究機関や食品企業で進む素材開発や新商品開発、安全・安心で経費のかからない加工
技術の研究、さまざまな加工販売事例…。このような食品加工をめぐる動きをとらえた食品づくり百科事
典として貴重な資料です。毎年1回最新情報を追加。

『食農教育』など
教育関連作品

雑誌『食農教育』『農業教育』などに掲載された食・農に関する教育実践と、「あそび事典」「こだわり食
品」などの単行本シリーズに掲載された遊び、実験・観察、調理・加工の記事を収録しています。

農業入門関連作品 野菜づくりの入門書として『新野菜つくりの実際』（全5冊）と、農業高校教科書と同じ内容の『農学基礎
セミナー』（全11冊）を収めています。

ビデオ イネ、野菜、土つくり、防除など農作業のポイントをわかりやすく解説するビデオを中心に、農業技術・経
営、健康・食生活、地域づくり、環境等をテーマにしたビデオも視聴できます。
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ルーラル電子図書館　コンテンツ一覧 2020/6/9 現在

作品形式 作品タイトル 分野 テキスト PDF ページ画像 その他 特記事項 収録巻数 発行年

雑誌 現代農業 農業 ● ● ● 1985年1月号～ 1985～

雑誌 季刊地域 農業 ● ● ● 2012年秋号～ 2012～

雑誌 のらのら（食農教育） 教育・食育 ● ● 2011年改題 1998年夏号(創刊号)～2017年夏号 1998～2017

雑誌 食育活動 教育・食育 ● 2006年3月号(創刊号)～2009年12月号 2006～2009

雑誌 食文化活動 教育・食育 ● 1999年9月号～2005年9月号 1999～2005

雑誌 農業教育 教育・食育 ● 1967年5月号～2009年11月号 1967～2009

雑誌 自然教育活動 教育・食育 ● 1987年8月号～1998年2月号 1987～1998

雑誌 農村文化運動 農業 ● 1986年3月号～2010年1月号 1958～2010

加除式出版物 農業総覧　原色病害虫診断防除編 農業 全データHTMLファイルで構成 全9巻11分冊 1967～2020 623 病虫害

加除式出版物 農業総覧　病害虫防除資材編 農業 全データHTMLファイルで構成 全11巻 1988～2019 623 病虫害

加除式出版物 花卉病害虫診断防除編 農業 全データHTMLファイルで構成 全7巻 1998～2020 623 病虫害

加除式出版物 農業技術大系　土壌施肥編 農業 ● ● 全8巻11分冊 1984～ 613 農業理化学

加除式出版物 農業技術大系　野菜編 農業 ● ● 全12巻13分冊 1972～ 626 蔬菜栽培

加除式出版物 農業技術大系　花卉編 農業 ● ● 全12巻 1993～ 627 花卉栽培

加除式出版物 農業技術大系　果樹編 農業 ● ● 全8巻9分冊 1981～ 625 果樹栽培

加除式出版物 農業技術大系　作物編 農業 ● ● 全8巻9分冊 1981～ 616 食用作物

加除式出版物 農業技術大系　畜産編 農業 ● ● 全8巻9分冊 1977～ 640 畜産業

加除式出版物 地域資源活用・食品加工総覧 農業 ● ▲ 一部HTMLファイル・Flashデータ 全12巻 1999～2018 588 食品工業

全集 聞き書　日本の食生活全集 食生活 全データHTMLファイルで構成 全50巻 1984～1993
596
380

食品，料理
風俗習慣，民俗学

全集 日本農書全集 農業 スキャン画像 検索対象外 全69巻 1977～1999 610 農業

農薬システム 登録農薬情報 農業 全データHTMLファイルで構成 検索対象外

用語事典 農業技術事典　NAROPEDIA 農業 全データHTMLファイルで構成
無料公開
別途検索

全1巻 2006 610 農業

電子図書館オリジナル 要素障害診断 農業 全データHTMLファイルで構成
全農提携
検索対象外

699本 2015～2018

電子図書館オリジナル 北海道の主要病害虫 農業 全データHTMLファイルで構成
北海道植防協会提携
検索対象外

676本 2010

書き下ろし 西尾道徳の環境保全型農業レポート 農業 WordPresｓ投稿記事 検索対象外 2020/5現在　360本 2004～

ビデオ DVD作品他 農業 検索対象外 2020/5現在　597タイトル

ビデオ ビデオクリップ／編集部取材ビデオ等 農業 検索対象外 2020/5現在　878タイトル

単行本 新・野菜つくりの実際 農業 全データHTMLファイルで構成 全5冊 2001 626 蔬菜栽培

単行本 農学基礎セミナー 農業 ● ● 全11冊 1993～2003 610～20 農業～園芸

単行本 ふるさとを感じるあそび事典 教育・食育 ● ● 全１巻 1994 768 戸外レクリエーション

単行本 いのちを感じるあそび事典 教育・食育 ● ● 全１巻 1995 407 指導法科学教育

単行本 かがくを感じるあそび事典 教育・食育 ● ● 全１巻 1996 407 指導法科学教育

単行本 からだを感じるあそび事典 教育・食育 ● ● 全１巻 1998 407 指導法科学教育

単行本 親子でわくわく自然観察事典 教育・食育 ● ● 全１巻 1998 460 生物科学

単行本 おもしろふしぎ食べもの加工 教育・食育 ● ● 全１巻 1997 596 食品，料理

単行本 家庭でできるこだわり食品 教育・食育 ● ● 全5巻 1989 596 食品，料理

単行本 学校園の栽培便利帳 教育・食育 ● ● 全１巻 1996 374 学校経営学校保健

単行本 学校園の観察実験便利帳 教育・食育 ● ● 全１巻 1999 374 学校経営学校保健

単行本 近世日本の地域づくり200のキーワード 教育 ● 全１巻 2000 210 日本史

記録集 聞き書き甲子園 林業・漁業・工芸 ● 別途検索 第1回（平成14年度）作品～ 2002～

NDC分類
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【学部生用】新潟食料農業大学大学院（修士課程： 2 年制）設置に関するアンケー ト（編集） Microsoft Forms

Forms(https://www.office【学部曲雨れ新潟食樹囃業汰学大学院 ．． ． —保存済み

令 プレビュ ー ③ テーマ

？ Q
 

共有

質問 応答 81 

【学部生用】新潟食料農業大学大学

院（修士課程：2年制）設置に関す

るアンケー ト

0 新潟食料農業大学では、 2022年4月に大学院 食料産業学研究科 食料産業学専攻
（修士課程： 2年制） （仮称）を新設する計画を進めています。 このアンケー トは、 皆さんの

大学院への進学意向等についてお尋ねし、 設置計画の参考にさせていただくために実施しま
す。
〇 このアンケー ト集計結果は、 本学大学院設置に関する統計資料として使用するものとし、
他の目的で使用することはありません。 また、 回答により個人が特定されることはありません
ので、 率直に回答してください。
〇 各設問の指示にしたがい、 該当する選択肢のボタンを直接クリックしてください。 「その
他」の選択肢および問9は自由記載欄です。

1あなたの性別について、 次の中から1つだけ選び、 当てはまる選択肢をクリック

してください。 ＊

1. 男性

2. 女性

2問2. あなたは新潟食料農業大学のどの学年に所属していますか。 次の中から1

つだけ選び、 当てはまる選択肢をクリックしてください。 ＊

1. 1年生

2. 2年生
.... 

https://forms.office.com/Pages/DesignPage.aspx?lang=ja&origin=OfficeDotCom&route=Start#Formld=OAklYqaHTkmhCdr-WLbkhHoMUXwSSvSL… 1/1 

【添付資料５】
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【添付資料６】
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【添付書類7】
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Ⓒ Shinken-Ad. Co., Ltd. All Rights Reserved.

新潟食料農業大学大学院
「食料産業学研究科

食料産業学専攻（修士課程）」（仮称）
設置に関するニーズ調査

結果報告書

【社会人対象調査】

【添付資料８】

令和３年６月
株式会社　進研アド
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１．調査目的

３．調査項目

2022年４月開設予定の新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学
専攻（修士課程）」新設構想に関して、社会人のニーズを把握する。

２．調査概要

社会人対象 調査概要

社会人対象調査

• 性別

• 年齢

• 最終学歴

• 業種

• 「学びなおし」への関心の有無

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」の
特色に対する魅力度

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」への
受験意向

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」への
入学意向

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」の
希望入学時期

社会人対象調査

調査対象 新潟県内の企業に勤める社会人

調査方法 郵送調査

調査
対象数

依頼数
1,745名（349企業）

※１企業あたり、5枚の調査票を送付

有効回収数 90人

有効回収率 5.2％

調査時期 2021年６月４日（金）～2021年６月13日（日）

調査実施機関 株式会社 進研アド
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社会人対象 調査結果まとめ
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社会人対象 調査結果まとめ

回答者の属性

※本調査は、新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課
程）」に対する社会人からの進学ニーズを確認するための調査として設計。90人から回
答を得た。

• 回答者の性別は「男性」が71.1％、「女性」が28.9％である。

• 回答者の年齢は「30代」が31.1％で最も多い。次いで「20代」が25.6％、「40代」が

23.3％と続く。

• 回答者の最終学歴は、「大学卒」が96.7％を占めている。次いで「大学院卒（修士

課程、博士前期課程、専門職学位課程）」が3.3％である。

• 回答者の勤務先の業種としては「食品製造」が31.1％と最も多く、次いで「農業・生

活協同組合」が22.2％、「卸売業」が16.7％である。

「学びなおし」への関心の有無

• 大学院への学びなおしへの関心があるかを尋ねたところ、「関心がある」と答えた

回答者は42.2％、「関心がない」と答えた回答者は56.7％と、約４割の回答者が関

心を示していることがうかがえる。
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社会人対象 調査結果まとめ

新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻
（修士課程）」の特色に対する魅力度

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」の

特色に対する魅力度（※）は、すべての項目で６割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ｂ．食料産業のネットワーク（フードチェーン）を総合的に

深く理解し、食料産業に係る課題を解決できる能力を修得することができます。」

（71.1％）である。

次に魅力度が高いのは、「Ａ．農林水産業・加工流通業・関連産業を包含する『食

料産業』に対する高度な研究能力と専門性を修得することができます 。」

（68.9％）、「Ｃ．専門科目は、アグリ領域・フード領域・ビジネス領域の各科目を、自

身の研究テーマに応じて自由に履修することができます。」（67.8％）と続く。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値
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社会人対象 調査結果まとめ

新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻
（修士課程）」への希望入学時期

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」を

「受験してみたいと思う」かつ「入学したいと思う」と答えた13人に、入学希望時期を

尋ねたところ、「2022年４月の入学を希望する」と回答した人は、30.8％（13人中、４

人）である。「2023年４月の入学を希望する」と回答した人は、30.8％（13人中、４

人）である。また、「2024年４月以降の入学を希望する」と回答した人は、38.5％（13

人中、５人）である。

新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻
（修士課程）」への受験意向／入学意向

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」を

「受験してみたいと思う」と答えた回答者は、17.8％（16人）である。

• 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」を

「受験してみたいと思う」と答えた16人のうち、新潟食料農業大学大学院「食料産

業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」に「入学したいと思う」と回答した人は、

81.3％（13人）である。
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社会人対象 調査結果
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回答者の属性（性別／年齢／最終学歴）

■回答者の属性

◆性別

Ｑ１. あなたご自身についてお教えください。

標
本
数

単
位

男
性

女
性

無
回
答

％ 71.1 28.9 0.0

人 64 26 0
 90 全体

◆年齢

標
本
数

単
位

2
0
代

3
0
代

4
0
代

5
0
代

6
0
代
以
上

無
回
答

％ 25.6 31.1 23.3 12.2 7.8 0.0

人 23 28 21 11 7 0
 90 全体

◆最終学歴

標
本
数

単
位

高
等
学
校
卒

専
修
・
各
種
学
校
卒

高
等
専
門
学
校
卒

短
期
大
学
卒

大
学
卒

大
学
院
卒

（
修
士
課
程

、
博

士
前
期
課
程

、
専
門
職
学
位

課
程

）

大
学
院
卒

（
博
士
後
期
課

程

、
５
年
一
貫
の
博
士
課
程

な
ど

）

そ
の
他

無
回
答

％ 0.0 0.0 0.0 0.0 96.7 3.3 0.0 0.0 0.0

人 0 0 0 0 87 3 0 0 0
 90 全体
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標
本
数

単
位

農
業

食
品
製
造

「
食
品
製
造

」
以
外
の
製
造

業 建
設
業

卸
売
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水

道
業

小
売
業

サ
ー

ビ
ス
業

農
業
・
生
活
協
同
組
合

地
方
公
務
員

そ
の
他

無
回
答

％ 11.1 31.1 1.1 0.0 16.7 0.0 4.4 3.3 22.2 3.3 5.6 1.1

人 10 28 1 0 15 0 4 3 20 3 5 1
 90 全体

回答者の属性（業種）

■回答者の属性

◆業種

Ｑ１. あなたご自身についてお教えください。
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「学びなおし」への関心の有無

■「学びなおし」への関心の有無

Ｑ２. あなたは、専門知識の修得やスキルアップのために、大学院に入学し、「学びなおし」することに関心がありますか。

標
本
数

単
位

関
心
が
あ
る

関
心
が
な
い

無
回
答

％ 42.2 56.7 1.1

人 38 51 1
 90 全体
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新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科
食料産業学専攻（修士課程）」の特色に対する魅力度

■新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」の
特色に対する魅力度

Ｑ３. 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）には、以下のような
特色があります。このような特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。あてはまる番号１つに○をつけて
ください。（１つだけ）（大学院への入学を希望されていない方も入学を希望する場合を想像してお答えください。）

標
本
数

単
位

と
て
も
魅
力
を
感
じ
る

あ
る
程
度
魅
力
を
感
じ
る

あ
ま
り
魅
力
を
感
じ
な
い

ま

っ
た
く
魅
力
を
感
じ
な
い

無
回
答

魅
力
度

％ 16.7 52.2 28.9 2.2 0.0 68.9

人 15 47 26 2 0 62

％ 10.0 61.1 25.6 3.3 0.0 71.1

人 9 55 23 3 0 64

％ 15.6 52.2 27.8 4.4 0.0 67.8

人 14 47 25 4 0 61

 Ｃ．  90

農林水産業・加工流通業・関連産業を包含す
る「食料産業」に対する高度な研究能力と専
門性を修得することができます。

食料産業のネットワーク（フードチェーン）を総
合的に深く理解し、食料産業に係る課題を解
決できる能力を修得することができます。

専門科目は、アグリ領域・フード領域・ビジネ
ス領域の各科目を、自身の研究テーマに応じ
て自由に履修することができます。

 90 Ａ．

 Ｂ．  90

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない
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標
本
数

単
位

入
学
し
た
い
と
思
う

入
学
し
た
い
と
は
思
わ
な
い

無
回
答

％ 81.3 12.5 6.3

人 13 2 1
 16受験意向者

標
本
数

単
位

受
験
し
て
み
た
い
と
思
う

受
験
し
た
い
と
は
思
わ
な
い

無
回
答

％ 17.8 82.2 0.0

人 16 74 0
 90 全体

新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科
食料産業学専攻（修士課程）」への受験意向／入学意向

■新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」への
受験意向

Ｑ４. あなたは、Ｑ３のような特色をもつ新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、
設置構想中）を受験してみたいと思いますか。あなたのお気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

■新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」への
入学意向

Ｑ５. あなたが、もし新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）を受験
して合格したら、入学したいと思いますか。あなたのお気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

「受験してみたいと思う」と答えた16人のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

■新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」への
受験意向別入学意向

標
本
数

単
位

受
験
し
て
み
た
い
と
思
う
＆

入
学
し
た
い
と
思
う

受
験
し
て
み
た
い
と
思
う
＆

入
学
し
た
い
と
は
思
わ
な
い

受
験
し
た
い
と
は
思
わ
な
い

無
回
答

％ 14.4 2.2 82.2 1.1

人 13 2 74 1
 90 全体
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新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科
食料産業学専攻（修士課程）」への希望入学時期

■（再掲）新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科
食料産業学専攻（修士課程）」への受験意向別入学意向

「受験してみたいと思う」かつ「入学したいと思う」と
答えた13人のみ抽出

■新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」への
希望入学時期

Ｑ６. Q５で、新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）に「入学したい
と思う」と回答した方にお聞きします。
あなたは、新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）に入学する
としたら、いつごろの入学を希望しますか。あなたのお気持ちに一番近い番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

標
本
数

単
位

受
験
し
て
み
た
い
と
思
う
＆

入
学
し
た
い
と
思
う

受
験
し
て
み
た
い
と
思
う
＆

入
学
し
た
い
と
は
思
わ
な
い

受
験
し
た
い
と
は
思
わ
な
い

無
回
答

％ 14.4 2.2 82.2 1.1

人 13 2 74 1
 90 全体

標
本
数

単
位

2
0
2
2
年
４
月
の
入
学
を

希
望
す
る

2
0
2
3
年
４
月
の
入
学
を

希
望
す
る

2
0
2
4
年
４
月
以
降
の
入

学
を
希
望
す
る

無
回
答

％ 30.8 30.8 38.5 0.0

人 4 4 5 0
 13

受験＆
入学意向者
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ご返信先：FAX【0254-28-9856】

※FAXにてご返信頂く際には裏面の回答ページのみをご送信頂きますよう、
よろしくお願い申し上げます。

新潟食料農業大学では、2022年（令和４年）４月に、
新しく大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称）

を設置することを構想しています。

※ 別紙 ［新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」
リーフレット］ をご覧いただいた上、裏面の質問にお答えください ※

新潟食料農業大学大学院　

入学に関するアンケート調査

新潟食料農業大学では、2022年（令和４年）４月に大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修

士課程）」（仮称）の開設を計画しております。
つきましては、大学院での学び直しやキャリアアップについて皆様のお考えをお聞かせいただき、
構想中の「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称）の内容をより充実したものにする
ための参考とさせていただきたいと考えております。
なお、この調査は無記名で行い、皆様の個人情報を守ることをお約束いたします。
ぜひ、皆様の忌憚のないご意見をお聞かせくださいますよう、アンケートへのご協力をよろしくお願
いいたします。

「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）

この調査についてご不明な点、ご質問などありましたらお手数ですが
新潟食料農業大学　企画部　齋藤（℡0254-28-9855）までご連絡ください。

※このアンケートや別紙に記載されている内容は予定であり、変更になる可能性があります。

2021年６月　新潟食料農業大学

このアンケート用紙の裏面に直接回答をご記入のうえ、
【2021年６月13日（日）までにFAXでご返信ください】

（裏面）回答ページへ

調査票
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調査票

回答ページ このページのみFAXでお送りください。 ご返信先：FAX【 0254-28-9856 】

Ｑ１． あなたご自身についてお教えください。

1. 男性 2. 女性 1. 20代 2. 30代 3. 40代 4. 50代 5. 60代以上

1. 高等学校卒 2. 専修・各種学校卒 3. 高等専門学校卒 4. 短期大学卒 5. 大学卒

6. 7. 8. その他

1. 農業 2. 食品製造 3. 「2」以外の製造業 4. 建設業 5. 卸売業

6. 電気・ガス・熱供給・水道業 7. 小売業 8. サービス業 9. 農業・生活協同組合

10. 地方公務員 11. その他（ 　　）

Ｑ２． あなたは、専門知識の修得やスキルアップのために、大学院に入学し、「学びなおし」することに関心がありますか。

1. 関心がある 2. 関心がない

Ｑ３． 新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）には、

以下のような特色があります。

このような特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。あてはまる番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

（大学院への入学を希望されていない方も入学を希望する場合を想像してお答えください。）

とても ある程度 あまり まったく

魅力を 魅力を 魅力を 魅力を

感じる 感じる 感じない 感じない

例 → １ ２ ３ ４

１ ２ ３ ４

１ ２ ３ ４

１ ２ ３ ４

Ｑ４． あなたは、Ｑ３のような特色をもつ新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」

（仮称、設置構想中）を受験してみたいと思いますか。

あなたのお気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

1. 受験してみたいと思う 2. 受験したいとは思わない

Ｑ５． あなたが、もし新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）

を受験して合格したら、入学したいと思いますか。

あなたのお気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

1. 入学したいと思う 2. 入学したいとは思わない

Ｑ６． Q５で、新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）

に「入学したいと思う」と回答した方にお聞きします。

あなたは、新潟食料農業大学大学院「食料産業学研究科 食料産業学専攻（修士課程）」（仮称、設置構想中）に

入学するとしたら、いつごろの入学を希望しますか。

あなたのお気持ちに一番近い番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

1. 2022年4月の入学を希望する 2. 2023年4月の入学を希望する 3. 2024年4月以降の入学を希望する

性別
（１つに○）

最終学歴
（１つに○） 大学院卒（修士課程、博士前期課

程、専門職学位課程）
大学院卒（博士後期課程、5年一貫の
博士課程など）

年齢
（１つに○）

A.
農林水産業・加工流通業・関連産業を包含する「食料産業」に対する高度な
研究能力と専門性を修得することができます。

→

B.
食料産業のネットワーク（フードチェーン）を総合的に深く理解し、食料産業
に係る課題を解決できる能力を修得することができます。

→

　＊＊＊質問は以上です。FAXでこのページのみをお送りください。ご協力ありがとうございました。＊＊＊

お勤め先の
業種

（最もあては
まるもの

１つに○）

～～な環境で・・・の研究ができる。

C.
専門科目は、アグリ領域・フード領域・ビジネス領域の各科目を、自身の研究
テーマに応じて自由に履修することができます。

→
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事情により差し替えが必要な資料について 

 
１ 審査意見への対応を記載した書類（6月）（資料） 

【資料 9】社会人ニーズ電話アンケート調査結果の企業・団体名称について 
 

本学は審査意見（第一次）の 13「本研究科で養成する人材に対する社会的需要について、食・
農関係の事業所に対するアンケート調査の結果をもって説明しているが、当該アンケート調査
がどのような情報を元になされたものか判然とせず、本研究科における教育研究の特色や養成
する人材に係る適切な情報提供を前提として適切に実施されたものか判断できない。また、同
アンケート調査の人材採用区分に係る設問に対する回答では、「大学卒業者と大学院修了者の区
分はない」との回答が全体の９割を超えているなど、本アンケート調査の結果が、真（しん）
に本研究科で養成する人材に対するニーズを示すものとは認められない。このため、改めて客
観的な根拠を示した上で、適切な分析に基づき、本研究科が養成する人材の社会的需要がある
ことを明確に説明すること。」に基づき、2021 年６月、新たに新潟県内の食・農系企業・団体等
のうち、本研究科への通学可能圏内と思われる地域（新潟県下越地域）に存在する企業・団体
等 30 社に対して、社員採用の際の区分と本研究科の養成する人材、修了者の採用意向につい
て電話アンケートを実施した（【資料 7】の本研究科の設置の趣旨や教育課程の特色等を記載し
たリーフレットを事前に郵送）。 
このアンケートは先述のとおり電話アンケートであったため、認可後の回答結果公表につい

て確かな許諾意思の確認結果が、証憑として存在していない。 
 
よって、「設置認可申請書類等のＨＰへの公表について」の（４）著作権者の許諾にある「著

作権者の許諾が得られない場合以外の事情で、差し替えが必要な場合にも同様の様式で資料を
添付してください。」の記載に従い、本資料を添付し、【資料 9】社会人ニーズ電話アンケート調
査結果の「企業・団体名称」について、企業・団体名称に替え、当該企業等の事業内容を記して
提出する。 

 
２ 出典  なし 
 
３ 引用範囲 なし 
 
４ その他の説明 
  以下のように、企業・団体名称に替え、当該企業等の事業内容を記して提出する。 
 

 （例） 修正前         修正後 
株式会社〇〇〇  →  食品、日用品等販売企業 

      株式会社□□□  →  農業機械等販売企業 
以上 

 



【添付資料９】
食料産業学研究科修了生　社会ニーズ電話アンケート調査結果（2021/6/7-6/8）

院卒・学部卒
区分

その他ヒアリング

1 食品、日用品等販売企業 無し
給料面では違いがあるが、求人面では違いや区別はなく、学歴関係なく
30人という形をとっている
応募して頂ければ是非

2 漬物、惣菜製造販売企業 無し
有利不利や区別はない
もちろん採用したいという意向はある

3 農業団体 無し
区別はないが、年齢給の為給料に違いが出る
求める人材に合う人がいたらぜひ

4 食品製造販売企業 無し
給料の額は変わってくるが、有利不利や区別はない
是非優秀な学生がいれば採用したい

5 菓子製造販売企業 無し
有利不利や区別はない
当社に合った人材がいればぜひ採用したい

6 農業機械等販売企業 無し
有利不利や区別はない
お会いして選考の上で考える。ぜひ応募して頂ければと思う

7 食品製造販売企業 無し
有利不利や区別はない。そもそも院生の応募がほぼない。（院生がダメ
といったわけではない）
ぜひ採用したいと思う

8 米穀卸小売企業 無し
有利不利や区別はない
優秀な方がいればぜひ採用したい

9 菓子製造販売企業 無し

職種によって（深く研究している理系など）院生を優先するが、特にそ
れ以外だとない
本学の修了生を採用したいという意向は特にないが、広く新潟として、
地元としては採用したいと思う

10 ホームセンター 無し
有利不利や、区別はない
やる気のある学生で応募してくれれば選考する

11 食品、日用品等販売企業 無し
大卒以上という大きなくくりしかない
特に有利不利といったことはない
希望があれば応募いただいて販売等で活躍して頂きたいと思っている

12 給食受託企業 無し
有利不利や区別はない
求人状況にもよるが、応募があれば考えます

No. 企業・団体名称
回答内容

ぜひ採用したい意向がある

採用したい
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院卒・学部卒
区分

その他ヒアリング
No. 企業・団体名称

回答内容

13 水産ねり製品等製造販売企業 無し
有利不利や区別はない
大学や大学院にこだわりはない。応募してくれれば選考していきたいと
思う

14 全酒類卸小売販売企業 無し
一括なので有利不利はない
どこの大学がいいというのは特になく、希望があれば選考したい

15 農業団体 無し
有利不利や区別はない
応募してくれれば選考したいと思う

16 水産練製品等製造販売企業 無し
区別、有利不利はない
応募して頂けたら選考します

17 発酵技術開発企業 無し
有利不利や区別はない
管理栄養士を指定して募集するときはあるが、それ以外は一律で募集す
るので開発等の部分で応募があれば選考する

18 農業団体 無し
有利不利や区別はないはないが、初任給が違う
応募して頂いてご縁があれば

19 ホテル・旅館 無し
有利不利や区別はない
応募して頂ければ選考したいと思う

20
食品、酒類、医薬品等製造販
売企業

無し
有利不利や区別はない
人物重視なので、新潟食料農業大学の大学院生を採用したいかは答える
ことができない

21 海産物加工、製造、販売企業 無し
有利不利や区別はない
人物重視なので大学や大学院で選ばない。希望があれば応募してほしい

22 食品開発総合支援企業 無し
有利不利や区別はない
選考では人物重視なので、大学では見ていない

23 青果物総合卸売企業 無し
有利不利や区別はなく同一
個人の資質や能力を見るので、応募して頂ければ選考するが大学名では
判断しない

24 農業団体 無し
有利不利や区別はない
採用したいかについては一存では決められない

25 ホテル・旅館 無し
大学院の応募がない
応募して頂いてもいいが、少し不利になるかもしれない

人物重視なので大学を見ない

一存では決められない

応募はできるが少し不利になるかも
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院卒・学部卒
区分

その他ヒアリング
No. 企業・団体名称

回答内容

26 農業団体 院生は募集していない

27 菓子製造販売企業 無し 新卒採用がない

28 ホテル・旅館 無し
有利不利や区別はない
今は採用を控えているので何とも言えない

29 農業団体 無し
有利不利や、区別はない
合併を考えているので、今後の採用については全く分からない

30 商社・卸売企業 無し 有利不利や区別はないが、新卒の採用がないのでむずかしい

新卒採用がない

院生の募集がない
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